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   青森公立大学学則 

平成２１年４月１日 

規程第１号 

改正 平成２３年 ３月規程第 ７号 

改正 平成２４年 ３月規程第 ２号 

改正 平成２７年 ３月規程第１５号 

改正 平成２７年 ３月規程第２２号 

改正 平成３１年 ３月規程第 １号 

 改正 令和 ２年 ３月規程第 ４号 

改正 令和 ６年 ３月規程第 ５号 

目次 

 第１章 総則 

  第１節 目的（ 第１条・ 第２条）  

  第２節 組織（ 第３条－第９条）  

 第２章 学部通則 

  第１節 修業年限、在学年限及び学生定員（ 第１０条）  

第２節 学年及び休業日（ 第１１条・ 第１２条）  

第３節 授業（ 第１３条・ 第１３条の２）  

第４節 履修方法及び卒業（ 第１４条－第２２条）  

第５節 入学、休学、復学、留学、転学、転学科、退学、再入学及び除籍（ 第２３

条－第３４条）  

第６節 賞罰（ 第３５条・ 第３６条）  

第７節 学部教授会（ 第３７条）  

第８節 厚生施設（ 第３８条）  

第９節 科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び研究生（ 第３９条－第４３条）   

第１０節 入学検定料、入学料及び授業料（ 第４４条）  

第１１節 公開講座（ 第４５条）  

第１２節 雑則（ 第４６条）  

 附則 

   第１章 総則 

    第１節 目的 

 （ 目的）  

第１条 青森公立大学（ 以下「 本学」 という。） は、教育基本法（ 平成１８年法律第１２

０号） 及び学校教育法（ 昭和２２年法律第２６号） に基づき、人間性についての深い

理解に裏付けられた市民的教養人であり、かつ、経営学と経済学についての学際的・

総合的な思考力を備えた人材の養成を図るとともに、とりわけ社会科学の分野におけ

113



る学術研究の拠点機能を備えた広く地域に開かれた大学として、教育研究成果の還元

による地域貢献活動を一層推進し、もって産業経済の発展及び文化の向上に寄与する

ことを目的とする。 

（ 自己評価等）  

第２条 本学における教育研究水準の向上を図り、もって本学の目的及び社会的使命を

達成するため、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものとする。 

２ 前項の点検及び評価を行うに当たって必要な事項は、別に定める。 

    第２節 組織 

 （ 学部学科）   

第３条 本学に次の学部を置く 。   

  経営経済学部 

２ 前項の学部に次の学科を置く 。 

経営学科、経済学科、地域みらい学科 

３  前項に規定する経営学科、経済学科、地域みらい学科の目的は、次の各号に掲げる

とおりとする。 

 (1)  経営学科は、現代が組織社会であることを踏まえ、２１世紀の課題である地球環

境問題を視野に入れ、自然環境を含むさまざまな環境と経営のあり方を明らかにし、

人間と資金の問題に重点を置いた経営戦略上の課題解決能力を備えた人材の育成を

目的とする。 

(2)  経済学科は、社会・ 経済の発展に貢献する気概の育成と現実の的確な観察を教 

 育の基盤に据え、広い視野から複雑な経済問題を自らの力で考える能力と現実的 

 課題を経済分析手法によって解明し、かつ解決策を立案できる能力を兼ね備えた 

 人材の育成を目的とする。  

(3)  地域みらい学科は、地域のみらいを創るために必要な知識と知恵、技能を結集 

 して行動する能力の養成を通して、進取の精神に立ち、地域の創造性発揮の場と 

し、人々 と信頼関係を築き、新たな社会を切り拓く ことのできる人材の育成を目的

とする。 

 （ 大学院）   

第４条 本学に大学院を置く 。   

２  大学院の学則は、別に定める。  

 （ 図書館）  

第５条 本学に図書館を置く 。  

２  図書館に関し必要な事項は、別に定める。 

 （ 地域連携センター）  

第６条 本学に地域連携センターを置く 。 
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２ 地域連携センターに関し必要な事項は、別に定める。 

 （ 国際芸術センター青森）  

第７条 本学に国際芸術センター青森を置く 。 

２  国際芸術センター青森に関し必要な事項は、別に定める。 

 （ 事務局）  

第８条 本学に事務局を置く 。  

２  事務局に関し必要な事項は、別に定める。 

 （ 組織）   

第９条 本学に学長、学部長、研究科長、図書館長、地域連携センター長、教授、准教

授、講師、研究員、事務職員、技術職員その他必要な職員を置く 。  

２  前項に定めるもののほか、本学に副学長を置くことができる。   

３  その他本学の組織については、別に定める。  

   第２章 学部通則 

    第１節 修業年限、在学年限及び学生定員 

 （ 修業年限、在学年限及び学生定員）   

第１０条 本学の修業年限は、４年とする。  

２ 学生は、８年を超えて在学することができない。   

３  学生定員は、次のとおりとする。   

  経営経済学部経営学科  入学定員 １２５人 

                  収容定員 ５００人 

  経営経済学部経済学科      入学定員 １３０人 

                  収容定員 ５２０人 

  経営経済学部地域みらい学科   入学定員  ４５人 

                  収容定員 １８０人 

    第２節 学年及び休業日 

 （ 学年及び学期）   

第１１条 学年は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。  

２  学期は、学年を分けて次のとおりとする。  

 (1)  春学期 ４月１日から９月３０日まで 

 (2)  秋学期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

 （ 休業日）   

第１２条 休業日は、次のとおりとする。   

 (1)  日曜日及び土曜日 

 (2)  国民の祝日に関する法律（ 昭和２３年法律第１７８号） に規定する休日 

 (3)  春期休業 

 (4)  夏期休業 
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 (5)  冬期休業 

２  前項第３号から第５号までに掲げる休業の期間については、年度の初めに学長が定

める。 

３ 教育上の必要があるときは、  休業日にかかわらず講義等を行うことができる。  

    第３節 授業 

 （ 授業科目）   

第１３条 本学の授業科目は、経営学科及び経済学科についてはアカデミック・ コモン

ベーシックス、専門科目、教養科目、キャリア教育科目、卒業研究科目及び教職課程

科目とし、地域みらい学科についてはアカデミック・ コモンベーシックス、専門科目、

教養科目、キャリア教育科目及び卒業研究科目とし、授業科目名及び単位数は、別に

定める。 

２ 前項の授業科目の履修に必要な事項は、別に定める。 

 （ 授業の方法）  

第１３条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこ

れらの併用により行うものとする。 

２  文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に

利用して、当該授業を行う教室以外の場所で履修させることができる。 

    第４節 履修方法及び卒業 

 （ 履修届出）   

第１４条 学生は、履修しようとする授業科目をあらかじめ届け出て、学長の承認を得

なければならない。 

 （ 試験）   

第１５条 授業科目の学修修了の認定は、試験等の成績評価による。   

２  試験の種類及び実施方法については、別に定める。   

３  成績評価の基準及び方法については、別に定める。   

４  試験の成績の判定基準については、別に定める。 

 （ 単位）   

第１６条 試験に合格した者に、その授業科目所定の単位を与える。 

 （ 単位の基準）  

第１７条 授業科目の単位の計算方法は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要と

する内容をもって構成することとし、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な

学修等を考慮して、１５時間から３０時間までの範囲内で授業科目ごとに定める時間

の授業をもって１単位とする。  

 （ 卒業所要単位）   

第１８条 学生は、別に定めるところにより合計１３０単位以上を修得しなければなら

ない。   
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２ 第１３条の２第２項の授業の方法により修得する単位数は、前項の規定により卒業

の要件として修得すべき単位数のうち６０単位を超えないものとする。 

 （ 卒業及び学位）  

第１９条 本学に４年以上在学し、所定の授業科目を修得し、所定の単位を修得し、か

つ所定の成績評価を得た者は、学部教授会の意見を徴した上で、学長が卒業を認める。 

２  前項の規定にかかわらず、所定の授業科目を修得し、所定の単位を修得し、かつ優

秀な成績評価を得た者については、本人が希望した場合において学長が特に認めたと

きは、当該者に係る卒業に要する在学期間を半年又は１年短縮することができる。 

３ 本学を卒業した者に、学士の学位を授与する。 

４ 学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 （ 他の大学等における授業科目の履修等）   

第２０条 学長は、教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、他の大学又

は短期大学（ 外国の大学又は短期大学を含む。以下同じ。） との協議に基づき、学生に

当該大学又は短期大学の授業科目を履修させることができる。 

２  前項の規定により修得した単位は、６０単位を超えない範囲内で、本学において修

得したものとみなすことができる。 

 （ 他の大学等における既得単位等）   

第２１条 他の大学又は短期大学を卒業又は中途退学し、新たに本学の第１年次に入学

を許可された者の当該大学又は短期大学において修得した単位については、学長が特

に必要と認めるときは、６０単位を超えない範囲内で、本学において修得したものと

みなすことができる。 

 （ 本学大学院における授業科目の履修等）   

第２２条 学部長は、３年次又は４年次に在籍する学生で、本学大学院の授業科目のう

ち一又は複数の科目を履修しようとする者があるときは、あらかじめ研究科長と協議

の上、本学の学部及び本学大学院の双方において教育上支障がないと認められる場合

に限り、別に定める範囲内において、本学大学院の授業科目を履修させることができ

る。 

２  前項の規定により本学大学院の授業科目を履修した場合における修得単位は、本学

学部で修得したものとみなす。ただし、第１８条に定める卒業に要する所定の単位に

は算入しないものとする。 

    第５節 入学、休学、復学、留学、転学、転学科、退学、再入学及び除籍 

 （ 入学の時期）    

第２３条 学生の入学の時期は、学年の始めとする。 

 （ 入学の資格）  

第２４条 本学に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1)  高等学校を卒業した者 

117



 (2)  通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

 (3)  外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者

で文部科学大臣の指定した者 

 (4)  文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有するものとして指定した在

外教育施設の当該課程を修了した者 

 (5)  高等学校を卒業した者と同等以上の学力がある者として文部科学大臣の指定し

た者 

 (6)  高等学校卒業程度認定試験規則（ 平成１７年文部科学省令第１号） による高等学

校卒業程度認定試験に合格した者（ 同令附則第２条の規定による廃止前の大学入学

資格検定規程（ 昭和２６年文部省令第１３号） に基づく大学入学資格検定に合格し

た者を含む。）  

 (7)  その他相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学

において認めた者  

 （ 入学の志願）   

第２５条 本学に入学を志願する者は、入学願書に入学検定料及び別に定める書類を添

えて、指定の期日までに本学に提出しなければならない。   

 （ 入学者の選考）    

第２６条 入学者の選考は、別に定めるところにより、これを行う。 

 （ 入学手続及び入学許可）  

第２７条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、指定の期日までに誓約

書その他所定の書類を提出するとともに、入学料及びその他の納付金を納付しなけれ

ばならない。  

２  学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

 （ 入学許可の取消し）   

第２８条 前条第１項の提出書類に虚偽又は不正があった場合には、入学の許可を取り

消すことがある。 

 （ 休学及び復学）   

第２９条 休学の理由が生じたときは、学生証を添え、休学願を提出し、学長の許可を

得なければならない。   

２  休学期間は、１学期以内とする。 ただし、学長が特別の理由があると認める場合に

は、引き続き休学を許可することができる。   

３  休学期間は、通算して４年を超えることができない。   

４  休学期間は、在学期間に算入しない。   

５  休学期間中にその理由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができる。  

 （ 留学）   

第３０条 外国の大学又は短期大学で学修することを希望する者は、学長の許可を得て
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留学することができる。  

２  第２０条第２項の規定は、前項の留学の場合に準用する。 

３ 第１項の留学の期間は、在学期間に算入することができる。 

 （ 転学等）  

第３１条 他の大学への入学又は転学をしようとする者は、学長の許可を得なければな

らない。 

 （ 転学科）  

第３２条 学内で他の学科に転科を志願する学生があるときは、学部長は、学部教授会

の意見を徴した上で、転学科を許可することができる。 

 （ 退学及び再入学）   

第３３条 やむを得ない理由により本学を退学しようとする者は、学長の許可を得なけ

ればならない。 

２  所定の成績評価を得られない者については、成業の見込みがないものとして、退学

を勧告する。 

３  前２項の規定により本学を退学したものが再入学を願い出たときは、選考の上、学

部教授会の意見を徴した上で、学長がこれを許可することがある。 

４  再入学の許可に当たっては、目的、動機及び基礎学力等が十分であることを条件と

する。 

 （ 除籍）   

第３４条 次の各号のいずれかに該当する者は、学部教授会の意見を徴した上で、学長

が除籍する。 

 (1)  第１０条第２項に定める在学年限を超えた者 

 (2)  授業料の納付を怠り、督促を受けてもなお納付しない者 

 (3)  督促を受けてもなお履修届を提出しない者 

 (4)  成業の見込みのない者 

 (5)  第２９条第３項に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

    第６節 賞罰 

 （ 表彰）  

第３５条 学生として表彰に価する行為があった者は、学部教授会の意見を徴した上で、

学長が表彰することができる。 

 （ 懲戒）   

第３６条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、学部

教授会の意見を徴した上で、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行う。 

 (1)  素行不良で改善の見込みがないと認められる者 
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 (2)  正当な理由がなくて出席常でない者 

 (3)  本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

    第７節 学部教授会 

 （ 学部教授会）  

第３７条 学部に、学部教授会を置く 。  

２  学部教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

    第８節 厚生施設 

 （ 厚生施設）   

第３８条 本学に、学生及び教職員の厚生のために必要な施設を置く 。   

２  前項の施設に関し必要な事項は、別に定める。 

    第９節 科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び研究生 

 （ 科目等履修生）   

第３９条 本学の学生以外の者で一又は複数の科目を履修しようとするものがあるとき

は、科目等履修生として入学を許可することができる。   

２  前項の科目等履修生には、単位を与えることができる。   

 （ 聴講生）  

第４０条 本学の学生以外の者で一又は複数の科目を聴講しようとするものがあるとき

は、聴講生として入学を許可することができる。 

 （ 特別聴講学生）   

第４１条 他の大学又は短期大学の学生で、当該大学又は短期大学との協議に基づき、

本学において授業科目を履修しようとするものがあるときは、特別聴講学生として入

学を許可することができる。 

 （ 研究生）   

第４２条 本学の教員の指導を受けて特定の専門分野を研究しようとする者があるとき

は、本学の教育研究に支障のない範囲内において、選考の上、研究生として入学を許

可することがある。 

２  研究生の研究期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、その期

間を延長することができる。 

 （ 科目等履修生等に関する事項）   

第４３条 科目等履修生、聴講生、特別聴講学生及び研究生に関し必要な事項は、別に

定める。 

    第１０節 入学検定料、入学料及び授業料 

 （ 授業料等の徴収）  

第４４条 入学検定料、入学料及び授業料の徴収については、公立大学法人青森公立大

学授業料等規程（ 平成２１年規程第４号） の定めるところによる。 

    第１１節 公開講座 
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 （ 公開講座）  

第４５条 社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設する

ことができる。 

２ 公開講座に関し必要な事項は、別に定める。 

    第１２節 雑則 

 （ 委任）   

第４６条 この学則に定めるもののほか、この学則の施行に関し必要な事項は、学長が

定める。 

   附 則 

 （ 施行期日）  

１  この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 （ 経過措置）  

２  この学則の施行の日（ 以下「 施行日」 という。） 前において、公立大学法人青森公立

大学の設立に伴う関係規則の整理に関する規則（ 平成２１年青森地域広域事務組合規

則第１号） による廃止前の青森公立大学学則（ 平成４年青森地域広域事務組合規則第

３号） の規定に基づきなされた履修、入学の許可、休学、留学その他の行為で、当該

行為に係る者が施行日以後に本学に在籍することとなる場合における当該行為は、こ

の学則の相当規定に基づきなされたものとみなす。 

３  別表第１の規定は、平成１８年度以後に入学した者について適用し、平成１７年度

までに入学し、継続して在学する者及び同年度までに入学し、平成１８年度以後に再

入学した者に係る授業科目については、青森公立大学学則の一部を改正する規則（ 平

成１８年青森地域広域事務組合規則第３号） による改正前の青森公立大学学則（ 以下

「 改正前旧学則」 という。） 別表の例による。 

４  前項の規定にかかわらず、改正前旧学則別表に規定する授業科目の内容が別表第１

に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わるものとして認められるとき

その他相当の理由があると認められるときは、同表に規定する授業科目の履修をもっ

て改正前旧学則別表に規定する授業科目を履修したものとみなす。 

５ 前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。 

６  別表第２の規定に基づく教職課程の修得は、平成２１年度以後に入学した者につい

て行うものとする。ただし、同表に掲げる科目の履修については、同年度前に入学し

た者であっても行うことができる。 

   附 則（ 平成２３年規程第７号）  

 （ 施行期日）  

１  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 
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 （ 経過措置）  

２  この規程による改正後の青森公立大学学則（ 以下「 新学則」 という。） 別表第１及び

別表第２の規定は、平成２３年度以後に入学する者について適用し、平成２２年度ま

でに入学し継続して在学する者及び同年度までに入学し平成２３年度以後再入学した

者については、なお従前の例による。 

３  前項の規定にかかわらず、この規程による改正前の青森公立大学学則（ 以下「 旧学

則」 という。） 別表第１及び別表第２に規定する授業科目の内容が新学則別表第１及び

別表第２に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わるものとして認めら

れるときその他相当の理由があると認められるときは、新学則別表第１及び別表第２

に規定する授業科目の履修をもって旧学則別表第１及び別表第２に規定する授業科目

を履修したものとみなす。 

４ 前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。 

 附 則（ 平成２４年規程第２号）  

 （ 施行期日）  

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則（ 平成２７年規程第１５号）  

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（ 平成２７年規程２２号）  

 （ 施行期日）  

１  この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （ 経過措置）  

２  この規程による改正後の青森公立大学学則（ 以下「 新学則」 という。） 別表第１及び

別表第２の規定は、平成２７年度以後に入学する者について適用し、平成２６年度ま

でに入学し継続して在学する者及び同年度までに入学し平成２７年度以後再入学した

者については、なお従前の例による。 

３  前項の規定にかかわらず、この規程による改正前の青森公立大学学則（ 以下「 旧学

則」 という。） 別表第１及び別表第２に規定する授業科目の内容が新学則別表第１及び

別表第２に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わるものとして認めら

れるときその他相当の理由があると認められるときは、新学則別表第１及び別表第２

に規定する授業科目の履修をもって旧学則別表第１及び別表第２に規定する授業科目

を履修したものとみなす。 

４ 前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。
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   附 則（ 平成３１年規程１号）  

 （ 施行期日）  

１  この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （ 経過措置）  

２  この変更による変更後の青森公立大学学則別表第２の規定は、平成３１年度以後に

入学する者について適用し、平成３０年度までに入学し継続して在学する者について

は、なお従前の例による。  

附 則（ 令和２年規程第４号）  

 （ 施行期日）  

１  この学則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１０条第３項の規定は、

令和３年度に入学する者から適用する。 

（ 経過措置）  

２  令和３年度から令和５年度までにおける収容定員は、改正後の青森公立大学学則第

１０条第３項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

学科 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

経営学科 ５１５人 ５１０人 ５０５人 

経済学科 ５２０人 ５２０人 ５２０人 

地域みらい学科 １６５人 １７０人 １７５人 

附 則（ 令和６年規程第５号）  

 （ 施行期日）  

 この学則は、令和６年４月１日から施行する。 
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   青森公立大学経営経済学部履修規程 

平成２１年４月１日 

規程第９９号 

改正 平成２８年 ２月規程第 ２号 

令和 ２年 ３月規程第 ５号 

令和 ４年 ３月規程第 ２号 

令和 ６年 ３月規程第 ２号 

 （ 目的）   

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号。以下「 学則」

という。） 第１３条第２項の規定に基づき、履修（ 教職課程科目に係るものを除

く 。以下同じ。） に必要な事項を定めるものとする。  

（ 授業科目、授業を行う年次、単位数及び履修方法）   

第２条 授業科目の名称、授業を行う年次、単位数及び履修方法は、別表第１の

とおりとする。  

 （ 履修の登録）   

第３条 学生は、履修しようとする授業科目について、指定の期日内に履修の届

出をし、履修登録をしなければならない。   

２  前項の履修の届出は、履修登録票を事務局に提出することにより行うものと

する。   

３  履修登録は、通年開講科目を含め、当該学期ごとに行う。   

４  前年度に履修登録を行い単位を取得することができなかった科目を再履修し

ようとする場合において、当該科目について再履修クラスが設定されていると

きは、当該再履修クラスで履修しなければならない。  

 （ 履修の制限）  

第４条 各年次において、履修することができる単位数は、年間５０単位未満と

する。  

２  履修しようとする授業科目について、次の各号のいずれかに該当する場合は、

原則として履修できない。  

 (1)  在学年次より上級年次に配置されている授業科目を履修しようとすると

き。  

 ( 2)  クラス指定のある科目で該当クラス以外で履修しようとするとき。  

 ( 3)  同一時限に複数の授業科目を履修するとき。  

３  第１１条第１項に規定するＧＰＡ（ 当該学期の履修科目の単位当たりの成績

の平均値をいう。以下同じ。） が２学期連続して２．００未満で、かつ、同項に

規定する累積ＧＰＡが１． ０ ０未満の者又はＧＰＡが３学期連続して２． ００

未満の者は、新たな学期においては、 １４単位を超えて履修することができな
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いものとする。  

４  前項の規定は、同項に規定するＧＰＡが３学期連続して２． ０ ０未満の者が

次の学期以降においてもなおＧＰＡが２．００未満で、かつ、累積ＧＰＡが２．

００以上である場合について準用する。  

５  第２項第１号に掲げる場合で、ＧＰＡの累積が３． ７０以上のときは、同項

の規定にかかわらず、直近上位の年次に配置されている授業科目について、各

学期８単位以内に限り履修することができる。  

 （ 履修登録の削除）   

第５条 既に履修登録済みの授業科目の削除は、当該学期ごとに行う。ただし、

通年開講科目については、秋学期での削除を認める。   

２  履修登録の削除は、あらかじめ指定された履修変更期間内に、定められた手

続により、事務局に履修削除票を提出することによって行う。   

 （ シラバス）   

第６条 学生に対し、科目の概要、評価方法等講義の運営を詳細に記載したシラ

バスをオリエンテーショ ンまでに配布するものとする。   

２  前項のシラバスは、学生の利用に供するため、図書館に常備する。   

 （ 授業科目の成績評価）   

第７条 授業科目の成績評価は、実施した試験及び出欠状況等の総合評価により

行う。   

２  成績評価の方法は、各教員がシラバスにより示した方法による。   

３  成績表示、評価基準及びその評価は、次のとおりとする。  

４  成績表示のＡ、 Ｂ、 Ｃ及びＤを合格とし、所定の単位を与え、 Ｆ を不合格と

する。  

 （ 試験及び追試験）   

第８条 試験の種類は、定期試験、小テスト 、口答試験及びレポートとする。   

２  定期試験とは、学事暦に示された試験期間中に行う中間試験及び期末試験を

いう。   

３  小テスト とは、授業時間内に随時行われる試験（ クイズ及び理解度テスト等

成績表示 評価基準（ 100点中）  評価 

Ａ  80点以上 秀 

Ｂ 70点以上80点未満 優 

Ｃ 60点以上70点未満 良 

Ｄ 50点以上60点未満 可 

Ｆ  50点未満 不可 
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を含む。） をいう。  

４  試験の実施方法は、原則としてシラバスに示された方法による。  

５  履修登録をしていない科目の受験は、認めない。   

６  追試験は、原則として実施しない。   

７  やむを得ない理由によって定期試験を欠席した者は、当該試験の終了後、当

該試験日を含め１週間以内に、欠席届に必要な証明書類を添えて事務局に届け

出るものとする。この場合において、学部長が欠席理由をやむを得ないものと

認めたときに限り、当該科目の担当教員は速やかに追試験を実施するものとす

る。  

８  当該科目の担当教員は、追試験による確定成績を、当該学期の学部長の指定

する日までに届け出るものとする。ただし、当該学生の理由によって、学部長

が指定した日までに追試験が実施できない場合には、担当教員は、追試験以外

の方法で成績を確定しなければならない。   

 （ 不正行為等）   

第９条 試験において不正行為を行った場合には、その者について、通年開講科

目を含め当該学期のすべての履修科目を「 Ｆ 」 とし、学則第３６条に基づく 懲

戒又は学長若しく は学部長による厳重注意処分とする。   

２  前項の試験には、筆記試験等に代わって課されるレポートの提出等を含む。   

 （ 再履修）   

第１０条 合格の成績評価を受けた者でも、当該科目を再履修できるものとする。  

２  当該科目の最終の成績評価は、最終履修時の評価をもって当てる。   

 （ ＧＰＡ）   

第１１条 各学期毎に、ＧＰＡを表示し、以下の計算式によって算出する。  

ＧＰＡ＝ 
[（ 科目の単位数） ×（ その科目で得たグレードポイント ） ]の総和 

         （ 履修登録した単位数） の総和 

（ 小数点第３位以下切捨て）  

累積ＧＰＡ＝ 
 （ 各学期で得た科目の取得ポイントの合計） の総和 

     （ 履修登録した単位数） の総和 

（ 小数点第３位以下切捨て）  

   注 取得ポイント とは、科目の単位数に当該科目で得たグレートポイント

を乗じて得た数値をいう。  

２  成績表示に対するグレードポイントは、次のとおりとする。  
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 （ 退学勧告）   

第１２条 学則第３３条第２項で定める所定の成績評価を得られない者とは、 ４

学期連続してＧＰＡが２． ０ ０未満で、かつ、累積ＧＰＡが２． ０ ０未満の者

をいう。   

 （ 卒業要件）   

第１３条 学則第１９条第１項で定める所定の授業科目及び所定の単位とは、別

表第２のとおりとし、所定の成績評価とは、累積ＧＰＡが２．００以上をいう。   

２  学則第１９条第２項で定める優秀な成績評価とは、累積ＧＰＡ３． ９ ０以上

をいう。   

 （ その他）   

第１４条 この規程に定めるもののほか、授業科目の履修等に関し必要な事項は、

別に定める。  

   附 則 

 （ 施行期日）  

１  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。  

 （ 経過措置）  

２  この規程の施行の日（ 以下「 施行日」 という。） 前において、学則第８条、第

１３条及び別表改正に伴う経過措置に関する規程等を廃止する規程（ 平成２１

年青森公立大学規程第２号） による廃止前の青森公立大学経営経済学部履修規

程（ 平成１４年４月１日施行） の規定（ 次項によりその例によることとされた

ものを含む。） に基づきなされた履修、成績評価、試験その他の行為で、当該行

為に係る者が施行日以後に青森公立大学経営経済学部に在籍することとなる場

合における当該行為は、この規程の相当規定に基づきなされたものとみなす。  

３  この規程の規定は、平成１８年度以後に入学した者について適用し、平成１

７年度までに入学し、引き続き在学する者及び同年度までに入学し、平成１８

成績表示 グレードポイント  

Ａ  4.  0 

Ｂ 3.  0 

Ｃ  2.  0 

Ｄ 1.  0 

Ｆ  0.  0 
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年度以後に再入学した者に係る履修については、青森公立大学経営経済学部履

修規程の一部を改正する規程（ 平成１８年４月１日施行） による改正前の青森

公立大学経営経済学部履修規程の規定の例による。  

   附 則（ 平成２８年規程第２号）

（ 施行期日）

１  この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２  この規程は、平成２８年度以降に在学する全ての学生に適用する。

附 則（ 令和２年規程第５号）

（ 施行期日）

１  この規程は、令和２年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２  この規程による改正後の青森公立大学経営経済学部履修規程（ 以下「 新履修

規程」 という。） 第４条第１項、別表第１及び別表第２の規定は、令和２年度以

後に入学する者について適用し、平成３１年度までに入学し継続して在学する

者及び同年度までに入学し令和２年度以後再入学した者については、なお従前

の例による。  

３  前項の規定にかかわらず、この規定による改正前の青森公立大学学則（ 以下

「 旧学則」 という。） 別表第１に規定する授業科目の内容が新履修規程別表第１

に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わるものとして認められ

るときその他相当の理由があると認められるときは、新履修規程別表第１に規

定する授業科目の履修をもって旧学則別表第１に規定する授業科目を履修した

とみなす。  

４  前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。  

附 則（ 令和４年規程第２号）

（ 施行期日）

１  この規程は、令和４年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２  この規程による改正後の青森公立大学経営経済学部履修規程（ 以下「 新履修

規程」 という。） 別表第１の規定は、令和４年度以後に入学する者について適用

し、令和３年度までに入学し継続して在学する者及び同年度までに入学し令和

４年度以後再入学した者については、なお従前の例による。  

３  前項の規定にかかわらず、この規定による改正前の青森公立大学経営経済学
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部履修規程（ 以下「 旧履修規程」 という。） 別表第１に規定する授業科目の内容

が新履修規程別表第１に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わ

るものとして認められるときその他相当の理由があると認められるときは、新

履修規程別表第１に規定する授業科目の履修をもって旧履修規程別表第１に規

定する授業科目を履修したとみなす。  

４  前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。  

附 則（ 令和６年規程第２号）

（ 施行期日）

１  この規程は、令和６年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２  この規程による改正後の青森公立大学経営経済学部履修規程（ 以下「 新履修

規程」 という。） 別表第１の規定は、令和６年度以後に入学する者について適用

し、令和５年度までに入学し継続して在学する者及び同年度までに入学し令和

６年度以後再入学した者については、なお従前の例による。  

３  前項の規定にかかわらず、この規定による改正前の青森公立大学経営経済学

部履修規程（ 以下「 旧履修規程」 という。） 別表第１に規定する授業科目の内容

が新履修規程別表第１に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わ

るものとして認められるときその他相当の理由があると認められるときは、新

履修規程別表第１に規定する授業科目の履修をもって旧履修規程別表第１に規

定する授業科目を履修したとみなす。  

４  前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。  
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別表第１（ 第２条関係）

経営学科

学習導入演習 １年春 2
健康とスポーツⅠ １年春 1
健康とスポーツⅡ １年秋 1
英語ⅠA １年春 2
英語ⅠB １年春 2
英語ⅡA １年秋 2
英語ⅡB １年秋 2
Engl i sh Presentati on Ⅰ ２年春 2
Publ i c Speaki ng Ⅰ ２年春 2
Wri ti ng as a Soci al  Act Ⅰ ２年春 2
Essay Wri ti ng Ⅰ ２年春 2
Acti ve Readi ng Busi ness
Genres Ⅰ

２年春 2

Engl i sh Grammar and Usage Ⅰ ２年春 2
I ntercul tural  Readi ng ２年春 2

Engl i sh Presentati on Ⅱ ２年秋 2
Publ i c Speaki ng Ⅱ ２年秋 2
Wri ti ng as a Soci al  Act Ⅱ ２年秋 2
Essay Wri ti ng Ⅱ ２年秋 2
Acti ve Readi ng Busi ness
Genres Ⅱ

２年秋 2

Engl i sh Grammar and Usage Ⅱ ２年秋 2
短期語学研修 ２年春 4
長期語学研修 ２年秋 10
ロシア語入門 １年秋 4
韓国語入門 １年秋 4
中国語入門 １年秋 4
ロシア語会話 ２年春 2
韓国語会話 ２年春 2
中国語会話 ２年春 2
対人コミュニケーション １年春 2
プレゼンテーション ２年春・ 秋 2
情報リテラシーⅠ １年春 2
情報リテラシーⅡ １年秋 2
情報と経済社会 ２年秋 2

演　　習 ＡＣＢ演習 ３年春秋 4

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択

ア
カ
デ
ミ
ッ

ク
・
コ
モ
ン
ベ
ー

シ
ッ

ク
ス

基　　礎 ２単位必修

英　　語

８単位必修

４単位以上選択必修Understandi ng Busi ness
Meeti ng

２年春 2

研　　修

第２外国語

２単位必修

情　　報 ２単位必修

コミュニケーション
スタディーズ
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人間の心理 １年秋 4
芸術の創造 １年秋 2
哲学Ⅰ ２年春 2
哲学Ⅱ ２年秋 2
宗教哲学 ２年秋 2
文学と人間 ２年秋 2
仏教の思想 ３年春 4
美と価値 ３年秋 2
社会と人間 １年秋 2
人間の歴史 ２年春 2
憲法概論 ２年春 2
法律と人間 ２年秋 2
メディアとジャーナリズム ３年春 2
民法 ３年春 4
異文化の理解 ３年秋 2
遺跡と文化財 ３年秋 2
地球科学 ２年春 2
宇宙科学 ２年春 2
健康と医療 ２年春 2
科学技術と社会Ⅰ ２年春 2
科学技術と社会Ⅱ ２年秋 2
生命の科学 ３年秋 2
教養特殊講義Ⅰ ２年春 2
教養特殊講義Ⅱ ２年秋 2
名著講読演習 ２年春秋 4
教養演習 ３年春秋 4
大学基礎演習 １年春 1 １単位必修
キャリア形成論 １年春 2
自治行政政策論 ２年春 1
事業論Ⅰ ２年春 1
インターンシップⅠ ２年秋 1
事業論Ⅱ ３年春 1
事業論Ⅲ ３年秋 1
インターンシップⅡ ３年秋 1
経営導入演習 １年秋 2
経営演習Ⅰ ２年春秋 4
経営演習Ⅱ ３年春秋 4
経営学基礎論 １年春 4
会計学基礎論 １年春 4
経済学基礎論 １年春 4
組織論 １年秋 4
現代企業論 １年秋 2
社会調査と統計 １年秋 2

教

養

科

目

（ 第１群）
人間と価値

２２単位以上選択
（ 第１群、第２群及び
第３群の各群から２単
位以上選択）

（ 第２群）
文化と社会

（ 第３群）
環境と科学

（ 第４群）
特殊講義・ 演習

キャリア
教育科目 ３単位以上選択必修

専
門
科
目

演　　習 １０単位必修

基礎科目 ２０単位必修

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択
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経営戦略論Ⅰ １年秋 2
マネジメント論Ⅰ １年秋 2
財務会計論Ⅰ １年秋 2
商業簿記 １年秋 2
工業簿記 １年秋 2
経営戦略論Ⅱ ２年春 2
マネジメント論Ⅱ ２年春 2
財務会計論Ⅱ ２年春 2
マーケティング論Ⅰ ２年春 2
人事管理論Ⅰ ２年春 2
管理会計論Ⅰ ２年春 2
財務分析Ⅰ ２年春 2
環境経営論 ２年秋 2
マーケティング論Ⅱ ２年秋 2
人事管理論Ⅱ ２年秋 2
管理会計論Ⅱ ２年秋 2
グローバル経営論 ３年春 2
会社法Ⅰ ３年春 2
経営倫理学 ３年秋 2
経営史 ２年春 2
市場調査論 ２年春 2
経営特殊講義Ⅰ ２年秋 2
現代仕事論 ２年秋 2
財務管理 ２年秋 2
財務分析Ⅱ ２年秋 2
税務会計 ２年秋 2
組織学習論 ３年春 2
監査論Ⅰ ３年春 2
租税法 ３年春 2
財務戦略 ３年春 2
商業実習 ３年春 4
監査論Ⅱ ３年秋 2
会社法Ⅱ ３年秋 2
経営情報論 ３年秋 2
生産管理論 ３年秋 2
経営特殊講義Ⅱ ３年秋 2
労働法 ３年秋 2
非営利組織会計 ３年秋 2
職業指導 ３年秋 4
ミクロ経済学 １年秋 4
マクロ経済学 ２年春 4
財政学 ２年春 4
地域企業論Ⅰ ３年春 2
地域社会論Ⅰ ３年春 2
環境経済学 ３年春 2
地域経営論 ３年春 2
地域企業論Ⅱ ３年秋 2
地域社会論Ⅱ ３年秋 2

卒業研究

（ 注）

（ 備考） 自己啓発科目として、１２単位以上選択すること。

専

門

科

目

基幹科目 ２０単位以上選択必修

展開科目

２０単位以上選択

他学科
展開科目

卒業研究科目 ４年春秋 4

４単位選択必修
（ 注） 「 卒業研究科目」 は「 卒業研究」
（ 自学科・ 教養・ ＡＣＢ ４年次通年４単
位） と「 代替科目」 （ 自学科の未修得基
幹・ 展開科目の中から４単位分を４年次在
学中に修得すること） との選択必修とす
る。

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択
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経済学科

学習導入演習 １年春 2

健康とスポーツⅠ １年春 1

健康とスポーツⅡ １年秋 1

英語ⅠA １年春 2

英語ⅠB １年春 2

英語ⅡA １年秋 2

英語ⅡB １年秋 2

Engl i sh Presentati on Ⅰ ２年春 2

Publ i c Speaki ng Ⅰ ２年春 2

Wri ti ng as a Soci al  Act Ⅰ ２年春 2

Essay Wri ti ng Ⅰ ２年春 2

Acti ve Readi ng Busi ness
Genres Ⅰ

２年春 2

Engl i sh Grammar and Usage Ⅰ ２年春 2

I ntercul tural  Readi ng ２年春 2

Engl i sh Presentati on Ⅱ ２年秋 2

Publ i c Speaki ng Ⅱ ２年秋 2

Wri ti ng as a Soci al  Act Ⅱ ２年秋 2

Essay Wri ti ng Ⅱ ２年秋 2

Acti ve Readi ng Busi ness
Genres Ⅱ

２年秋 2

Engl i sh Grammar and Usage Ⅱ ２年秋 2

短期語学研修 ２年春 4

長期語学研修 ２年秋 10

ロシア語入門 １年秋 4

韓国語入門 １年秋 4

中国語入門 １年秋 4

ロシア語会話 ２年春 2

韓国語会話 ２年春 2

中国語会話 ２年春 2

対人コミュニケーション １年秋 2

プレゼンテーション ２年春・ 秋 2

情報リテラシーⅠ １年春 2

情報リテラシーⅡ １年秋 2

情報と経済社会 ２年秋 2

演　　習 ＡＣＢ演習 ３年春秋 4

研　　修

第２外国語

コミュニケーション
スタディーズ ２単位必修

情　　報 ２単位必修

英　　語

８単位必修

４単位以上選択必修Understandi ng Busi ness
Meeti ng

２年春 2

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択

ア
カ
デ
ミ
ッ

ク
・
コ
モ
ン
ベ
ー

シ
ッ

ク
ス

基　　礎 ２単位必修
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人間の心理 １年秋 4

芸術の創造 １年秋 2

哲学Ⅰ ２年春 2

哲学Ⅱ ２年秋 2

宗教哲学 ２年秋 2

文学と人間 ２年秋 2

仏教の思想 ３年春 4

美と価値 ３年秋 2

社会と人間 １年秋 2

人間の歴史 ２年春 2

憲法概論 ２年春 2

法律と人間 ２年秋 2

メディアとジャーナリズム ３年春 2

民法 ３年春 4

異文化の理解 ３年秋 2

遺跡と文化財 ３年秋 2

地球科学 ２年春 2

宇宙科学 ２年春 2

健康と医療 ２年春 2

科学技術と社会Ⅰ ２年春 2

科学技術と社会Ⅱ ２年秋 2

生命の科学 ３年秋 2

教養特殊講義Ⅰ ２年春 2

教養特殊講義Ⅱ ２年秋 2

名著講読演習 ２年春秋 4

教養演習 ３年春秋 4

大学基礎演習 １年春 1 １単位必修

キャリア形成論 １年秋 2

自治行政政策論 ２年春 1

事業論Ⅰ ２年春 1

インターンシップⅠ ２年秋 1

事業論Ⅱ ３年春 1

事業論Ⅲ ３年秋 1

インターンシップⅡ ３年秋 1

経済導入演習 １年秋 2

経済演習Ⅰ ２年秋 2

経済演習Ⅱ ３年春秋 4

経営学基礎論 １年春 4

会計学基礎論 １年春 4

経済学基礎論 １年春 4

ミクロ経済学 １年秋 4

フィールドスタディ １年秋 2

日本経済概論 １年秋 2

マクロ経済学 ２年春 4

教

養

科

目

キャリア
教育科目 ３単位以上選択必修

専
門
科
目

演　　習 ８単位必修

基礎科目 ２４単位必修

（ 第１群）
人間と価値

２２単位以上選択
（ 第１群、第２群及び
第３群の各群から２単
位以上選択）

（ 第２群）
文化と社会

（ 第３群）
環境と科学

（ 第４群）
特殊講義・ 演習

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択
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経済数学 １年春 4

経済統計 １年秋 2

統計学 ２年春 4

応用ミクロ経済学 ２年春 4

財政学 ２年春 4

計量経済学 ２年秋 4

公共経済学 ２年秋 4

労働経済学 ２年秋 4

金融経済学Ⅰ ２年秋 2

金融経済学Ⅱ ３年春 2

国際経済論 ３年春 2

地域経済学 ３年春 4

産業組織論 ３年春 4

経済特殊講義Ⅰ ２年春 2

ゲーム論 ２年春 2

地方財政論 ２年秋 2

経済特殊講義Ⅱ ２年秋 2

経済変動論 ２年秋 2

実証経済分析 ３年春 2

環境経済学 ３年春 2

ファイナンス理論 ３年春 2

社会保障論 ３年春 2

経済特殊講義Ⅲ ３年春 2

開発経済学 ３年秋 2

金融機関論 ３年秋 2

国際金融論 ３年秋 2

公共政策論 ３年秋 2

経済特殊講義Ⅳ ３年秋 2

財務会計論Ⅰ １年秋 2

商業簿記 １年秋 2

財務会計論Ⅱ ２年春 2

マーケティング論Ⅰ ２年春 2

管理会計論Ⅰ ２年春 2

財務分析Ⅰ ２年春 2

マーケティング論Ⅱ ２年秋 2

管理会計論Ⅱ ２年秋 2

財務分析Ⅱ ２年秋 2

会社法Ⅰ ３年春 2

財務戦略 ３年春 2

会社法Ⅱ ３年秋 2

労働法 ３年秋 2

卒業研究

（ 注）

（ 備考） 自己啓発科目として、１２単位以上選択すること。

卒業研究科目 ４年春秋 4

４単位選択必修
（ 注） 「 卒業研究科目」 は「 卒業研究」
（ 自学科・ 教養・ ＡＣＢ ４年次通年４単
位） と「 代替科目」 （ 自学科の未修得基
幹・ 展開科目の中から４単位分を４年次在
学中に修得すること） との選択必修とす
る。

専

門

科

目

基幹科目 １６単位以上選択必修

展開科目

２２単位以上選択

他学科
展開科目

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択
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地域みらい学科

健康とスポーツⅠ １年春 1

健康とスポーツⅡ １年秋 1

英語ⅠA １年春 2

英語ⅠB １年春 2

英語ⅡA １年秋 2

英語ⅡB １年秋 2

Engl i sh Presentati on Ⅰ ２年春 2

Publ i c Speaki ng Ⅰ ２年春 2

Wri ti ng as a Soci al  Act Ⅰ ２年春 2

Essay Wri ti ng Ⅰ ２年春 2

Acti ve Readi ng Busi ness
Genres Ⅰ

２年春 2

Engl i sh Grammar and Usage Ⅰ ２年春 2

I ntercul tural  Readi ng ２年春 2

Engl i sh Presentati on Ⅱ ２年秋 2

Publ i c Speaki ng Ⅱ ２年秋 2

Wri ti ng as a Soci al  Act Ⅱ ２年秋 2

Essay Wri ti ng Ⅱ ２年秋 2

Acti ve Readi ng Busi ness
Genres Ⅱ

２年秋 2

Engl i sh Grammar and Usage Ⅱ ２年秋 2

短期語学研修 ２年春 4

長期語学研修 ２年秋 10

ロシア語入門 １年秋 4

韓国語入門 １年秋 4

中国語入門 １年秋 4

ロシア語会話 ２年春 2

韓国語会話 ２年春 2

中国語会話 ２年春 2

対人コミュニケーション １年春 2

プレゼンテーション ２年春・ 秋 2

情報リテラシーⅠ １年春 2

情報リテラシーⅡ １年秋 2

情報と経済社会 ２年秋 2

演　　習 ＡＣＢ演習 ３年春秋 4

研　　修

第２外国語

コミュニケーションス
タディーズ ２単位必修

情　　報 ２単位必修

英　　語

８単位必修

４単位以上選択必修Understandi ng Busi ness
Meeti ng

２年春 2

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考

ア
カ
デ
ミ
ッ

ク
・
コ
モ
ン
ベ
ー

シ
ッ

ク
ス

基　　礎

必修 選必 選択
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人間の心理 １年秋 4

芸術の創造 １年秋 2

哲学Ⅰ ２年春 2

哲学Ⅱ ２年秋 2

宗教哲学 ２年秋 2

文学と人間 ２年秋 2

仏教の思想 ３年春 4

美と価値 ３年秋 2

社会と人間 １年秋 2

人間の歴史 ２年春 2

憲法概論 ２年春 2

法律と人間 ２年秋 2

メディアとジャーナリズム ３年春 2

民法 ３年春 4

異文化の理解 ３年秋 2

遺跡と文化財 ３年秋 2

地球科学 ２年春 2

宇宙科学 ２年春 2

健康と医療 ２年春 2

科学技術と社会Ⅰ ２年春 2

科学技術と社会Ⅱ ２年秋 2

生命の科学 ３年秋 2

教養特殊講義Ⅰ ２年春 2

教養特殊講義Ⅱ ２年秋 2

名著講読演習 ２年春秋 4

教養演習 ３年春秋 4

大学基礎演習 １年春 1 １単位必修

キャリア形成論 １年春 2

自治行政政策論 ２年春 1

事業論Ⅰ ２年春 1

インターンシップⅠ ２年秋 1

事業論Ⅱ ３年春 1

事業論Ⅲ ３年秋 1

インターンシップⅡ ３年秋 1

自己の探求 １年春 4

自分知の探求 １年秋 2

科学への探求 １年秋 2

知の挑戦Ⅰ ２年春秋 4

知の挑戦Ⅱ ３年春秋 4

経営学基礎論 １年春 4

調査と統計 １年春 2

地域社会と経済 １年春 2

地域形成基礎論 １年秋 2

地域リーダーシップ論 １年秋 2

地域と情報ネットワーク １年秋 2

経済学基礎論 ２年春 4

会計学基礎論 ２年春 4

キャリア
教育科目 ３単位以上選択必修

専
門
科
目

演　　習 １６単位必修

基礎科目 ２２単位必修

教

養

科

目

（ 第１群）
人間と価値

２２単位以上選択
（ 第１群、第２群及び
第３群の各群から２単
位以上選択）

（ 第２群）
文化と社会

（ 第３群）
環境と科学

（ 第４群）
特殊講義・ 演習

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択
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地域企業論Ⅰ ２年春 2

自治体経営論 ２年春 2

地域社会論Ⅰ ２年春 2

地域企業論Ⅱ ２年秋 2

地域社会論Ⅱ ２年秋 2

地形地理情報論 ２年秋 2

経営戦略論Ⅰ １年秋 2

マネジメント論Ⅰ １年秋 2

マーケティング論Ⅰ ２年春 2

経営戦略論Ⅱ ２年春 2

マネジメント論Ⅱ ２年春 2

マーケティング論Ⅱ ２年秋 2

会社法Ⅰ ３年春 2

フィールドリサーチⅠ ２年秋 2

行政経営論 ２年秋 2

地域の産業Ⅰ ２年秋 2

地域みらい特殊講義Ⅰ ２年秋 2

フィールドリサーチⅡ ３年春 2

地域の産業Ⅱ ３年春 2

地域経営論 ３年春 2

自然史・ 地理情報と地域創造 ３年春 2

地域みらい特殊講義Ⅱ ３年春 2

経営革新論Ⅰ ３年春 2

自治体政策法務論 ３年秋 2

経営革新論Ⅱ ３年秋 2

フィールドリサーチⅢ ３年秋 2

地域と産業政策 ３年秋 2

環境ビジネス論 ３年秋 2

地域みらい特殊講義Ⅲ ３年秋 2

現代仕事論 ２年秋 2

財務会計論Ⅰ ２年秋 2

ミクロ経済学 ２年秋 4

財務会計論Ⅱ ３年春 2

マクロ経済学 ３年春 4

会社法Ⅱ ３年秋 2

卒業研究

（ 注）

（ 備考） 自己啓発科目として、８単位以上選択すること。

卒業研究科目 ４年春秋 4

４単位選択必修
（ 注） 「 卒業研究科目」 は「 卒業研究」
（ 自学科・ 教養・ ＡＣＢ ４年次通年４単
位） と「 代替科目」 （ 自学科の未修得基
幹・ 展開科目の中から４単位分を４年次
在学中に修得すること） との選択必修と
する。

専
門
科
目

基幹科目

１８単位以上選択必修

他学科
基幹科目

展開科目

２０単位以上選択

他学科
展開科目

授業科目の名称
授業を
行  う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必 選択
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青森公立大学経営経済学部教職課程履修規程 

平成２１年４月１日 

規程第１００号 

改正 令和 ２年 ３月規程第 ６号 

改正 令和 ４年 ３月規程第 ３号 

改正 令和 ６年 ３月規程第 ３号 

 （ 目的）   

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号。以下「 学則」

という。） 第１３条第２項の規定に基づき、教職課程科目の履修（ 以下「 履修」

という。） に必要な事項を定めるものとする。   

（ 授業科目、授業を行う年次、単位数及び履修方法）   

第２条 授業科目の名称、授業を行う年次、単位数及び履修方法は、別表のとお

りとする。  

 （ 履修の登録）   

第３条 学生は、履修しようとする授業科目について、指定の期日内に履修の届

出をし、履修登録をしなければならない。   

２  前項の履修の届出は、履修登録票を事務局に提出することにより行うものと

する。   

３  履修登録は、通年開講科目を含め、当該学期ごとに行う。   

４  前年度に履修登録を行い単位を取得することができなかった科目を再履修し

ようとする場合において、当該科目について再履修クラスが設定されていると

きは、当該再履修クラスで履修しなければならない。  

 （ 履修の制限）  

第４条 各年次において、履修することができる単位数は、年間５０単位未満と

する。ただし、教職課程科目のうち、卒業要件に含まれない科目の単位数は、

これに含まないものとする。  

２  履修しようとする授業科目が次の各号のいずれかに該当する場合は、原則と

して履修できない。  

 (1)  在学年次より上級年次に配置されている授業科目を履修しようとすると

き。  

 ( 2)  クラス指定のある科目で該当クラス以外で履修しようとするとき。  

 ( 3)  同一時限に複数の授業科目を履修するとき。  

 （ 履修登録の削除）   

第５条 既に履修登録済みの授業科目の削除は、当該学期ごとに行う。   

２  履修登録の削除は、あらかじめ指定された履修変更期間内に、定められた手
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続により、事務局に履修削除票を提出することによって行う。   

 （ シラバス）   

第６条 学生に対し、科目の概要、評価方法等講義の運営を詳細に記載したシラ

バスをオリエンテーショ ンまでに配布するものとする。   

２  前項のシラバスは、学生の利用に供するため、図書館に常備する。   

 （ 授業科目の成績評価）   

第７条 授業科目の成績評価は、実施した試験及び出欠状況等の総合評価による。  

２  成績評価の方法は、各教員がシラバスにより示した方法による。   

３  成績表示、評価基準及びその評価は、次のとおりとする。  

４  成績表示のＡ、 Ｂ、 Ｃ及びＤを合格とし、所定の単位を与え、 Ｆ を不合格と

する。   

５  教職課程科目のうち、卒業要件に含まれない科目の成績評価は、ＧＰＡに算

入しないものとする。  

 （ 試験及び追試験）   

第８条 試験の種類は、定期試験、小テスト 、口答試験及びレポートとする。   

２  定期試験とは、学事暦に示された試験期間中に行う中間試験及び期末試験を

いう。   

３  小テスト とは、授業時間内に随時行われる試験（ クイズ及び理解度テスト等

を含む。） をいう。  

４  試験の実施方法は、原則としてシラバスに示された方法による。  

５  履修登録していない科目の受験は、認めない。   

６  追試験は、原則として実施しない。   

７  やむを得ない理由によって定期試験を欠席した者は、当該試験の終了後、当

該試験日を含め１週間以内に、欠席届に必要な証明書類を添えて事務局に届け

出るものとする。この場合において、学部長が欠席理由をやむを得ないものと

認めたときに限り、当該科目の担当教員は速やかに追試験を実施する。  

８  当該科目の担当教員は、追試験による確定成績を、当該学期の学部長の指定

する日までに届け出るものとする。ただし、当該学生の理由によって、学部長

が指定した日までに追試験が実施できない場合には、担当教員は追試験以外の

成績表示 評価基準（ 100点中）  評価 

Ａ  80点以上 秀 

Ｂ 70点以上80点未満 優 

Ｃ 60点以上70点未満 良 

Ｄ 50点以上60点未満 可 

Ｆ  50点未満 不可 
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方法で成績を確定しなければならない。   

 （ 不正行為等）   

第９条 試験において不正行為を行った場合には、その者について、通年開講科

目を含め当該学期のすべての履修科目を「 Ｆ 」 とし、学則第３６条に基づく 懲

戒又は学長若しく は学部長による厳重注意処分とする。   

２  前項の試験には、筆記試験等に代わって課されるレポートの提出等を含む。   

 （ 再履修）   

第１０条 合格の成績評価を受けた者でも、当該科目を再履修できるものとする。  

２  当該科目の最終の成績評価は、最終履修時の評価をもって当てる。   

 （ その他）   

第１１条 この規程に定めるもののほか、教職課程科目の履修等に関し必要な事

項は、別に定める。  

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。   

   附 則（ 令和２年規程第６号）  

 （ 施行期日）   

１  この規程は、令和２年４月１日から施行する。   

 （ 経過措置）  

２  この規程による改正後の青森公立大学経営経済学部教職課程履修規程（ 以下

「 新履修規程」 という。） 第４条第１項及び別表の規定は、令和２年度以後に入

学する者について適用し、平成３１年度までに入学し継続して在学する者及び

同年度までに入学し令和２年度以後再入学した者については、なお従前の例に

よる。  

３  前項の規定にかかわらず、この規定による改正前の青森公立大学学則（ 以下

「 旧学則」 という。） 別表第２に規定する授業科目の内容が新履修規程別表に規

定する授業科目の内容と同一のとき又はこれに代わるものとして認められると

きその他相当の理由があると認められるときは、新履修規程別表に規定する授

業科目の履修をもって旧学則別表第２に規定する授業科目を履修したとみなす。 

４  前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。  

 附 則（ 令和４年規程第３号）  

 （ 施行期日）   

１  この規程は、令和４年４月１日から施行する。   

 （ 経過措置）  

２  この規程による改正後の青森公立大学経営経済学部教職課程履修規程（ 以下
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「 新教職履修規程」 という。） 別表の規定は、令和４年度以後に入学する者につ

いて適用し、令和３年度までに入学し継続して在学する者及び同年度までに入

学し令和４年度以後再入学した者については、なお従前の例による。  

３  前項の規定にかかわらず、この規定による改正前の青森公立大学経営経済学

部教職課程履修規程（ 以下「 旧教職履修規程」 という。） 別表に規定する授業科

目の内容が新教職履修規程別表に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこ

れに代わるものとして認められるときその他相当の理由があると認められると

きは、新教職履修規程別表に規定する授業科目の履修をもって旧教職履修規程

別表に規定する授業科目を履修したとみなす。  

４  前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。  

 附 則（ 令和６年規程第３号）  

 （ 施行期日）   

１  この規程は、令和６年４月１日から施行する。   

 （ 経過措置）  

２  この規程による改正後の青森公立大学経営経済学部教職課程履修規程（ 以下

「 新教職履修規程」 という。） 別表の規定は、令和６年度以後に入学する者につ

いて適用し、令和５年度までに入学し継続して在学する者及び同年度までに入

学し令和６年度以後再入学した者については、なお従前の例による。  

３  前項の規定にかかわらず、この規定による改正前の青森公立大学経営経済学

部教職課程履修規程（ 以下「 旧教職履修規程」 という。） 別表に規定する授業科

目の内容が新教職履修規程別表に規定する授業科目の内容と同一のとき又はこ

れに代わるものとして認められるときその他相当の理由があると認められると

きは、新教職履修規程別表に規定する授業科目の履修をもって旧教職履修規程

別表に規定する授業科目を履修したとみなす。  

４  前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。  
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別表（ 第２条関係）

教職課程

経営学科

経営学基礎論 １年春 4

会計学基礎論 １年春 4

組織論 １年秋 4

経営戦略論Ⅰ １年秋 2

経営戦略論Ⅱ ２年春 2

商業簿記 １年秋 2

マネジメント論Ⅰ １年秋 2

マネジメント論Ⅱ ２年春 2

財務会計論Ⅰ １年秋 2

財務会計論Ⅱ ２年春 2

管理会計論Ⅰ ２年春 2

管理会計論Ⅱ ２年秋 2

マーケティング論Ⅰ ２年春 2

マーケティング論Ⅱ ２年秋 2 選択必修は学科の教育課程

財務分析Ｉ ２年春 2 に準ずる

環境経営論 ２年秋 2

財務管理 ２年秋 2

税務会計 ２年秋 2

商業実習 ３年春 4

監査論Ⅰ ３年春 2

監査論Ⅱ ３年秋 2

地域企業論Ⅰ ３年春 2

地域企業論Ⅱ ３年秋 2

組織学習論 ３年春 2

環境経済学 ３年春 2

地域社会論Ⅰ ３年春 2

地域社会論Ⅱ ３年秋 2

経営倫理学 ３年秋 2

生産管理論 ３年秋 2

職業指導 職業指導 ３年秋 4

中等教科教育法（ 商業Ⅰ） ３年春 2

中等教科教育法（ 商業Ⅱ） ３年秋 2

２４単位必修

選必

（ 注） 　選択科目も含めて、最低修得単位数（ ２４単位） を超えて修得した単位数のうちその超え
る部分については、「 大学が独自に設定する科目」 の修得単位数に含めることができる。

授業科目の名称

単位数授業を
行　う
年　次

商業の
関係科目

備　　　考
選択

各教科の指導法

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

必修
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教職概論 １年春 2

教育原論 １年秋 2

教育心理学 １年春 2

教育行政論 ２年春 2

教育課程論 ２年秋 1

特別支援教育論 ２年秋 1

総合的な学習の時間の指導法 ３年秋 1

特別活動指導法 ２年春 1

教育方法と情報通信技術 ３年春 2

生徒指導の理論と方法 １年秋 1

進路指導の理論と方法 ３年春 2

教育相談の理論と方法 ２年秋 1

教育実習事前事後指導 ４年春 1

教育実習 ４年春 2

教職実践演習（ 中・ 高） ４年秋 2

最低修得単位数　１２単位

授業科目の名称

必修 選必

選必

選択

授業を
行　う
年　次

単位数

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法及
び生徒指導、教育相
談等に関する科目

備　　　考

教育実践に関する科
目

単位数

教育の基礎的理解に
関する科目

大学が独自に設定す
る科目

１２単位以上
（ 注） 「 教科及び教科の指導法に関する科目」 において最低修得単位数を超えて修得した単位数の
うちその超える部分については、「 大学が独自に設定する科目」 の修得単位数に含めることができ
る。

選択

２３単位必修

必修
備　　　考

授業を
行　う
年　次

授業科目の名称
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日本国憲法 憲法概論 ２年春 2

健康とスポーツⅠ １年春 1

健康とスポーツⅡ １年秋 1

外国語コミュニ
ケーション

英語ⅠA １年春 2

情報機器の操作情報リテラシーⅠ １年春 2

８単位必修

授業科目の名称
授業を
行　う
年　次

単位数

体育

備　　　考

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則
第
6
6
条
の
6
に
定
め
る
科
目

必修 選必 選択
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経済学科

法律学、政治学 法律と人間 ２年秋 2

経済学基礎論 １年春 4

フィールドスタディ １年秋 2

ミクロ経済学 １年秋 4

マクロ経済学 ２年春 4

経済統計 １年秋 2

応用ミクロ経済学 ２年春 4

財政学 ２年春 4

公共経済学 ２年秋 4

金融経済学Ⅰ ２年秋 2

計量経済学 ２年秋 4

労働経済学 ２年秋 4

産業組織論 ３年春 4

金融経済学Ⅱ ３年春 2

環境経済学 ３年春 2

地域経済学 ３年春 4

実証経済分析 ３年春 2

宗教哲学 ２年秋 2

仏教の思想 ３年春 4

中等教科教育法（ 公民Ⅰ） ３年春 2
中等教科教育法（ 公民Ⅱ） ３年秋 2

２２単位必修、４単位選択必修（ 計２６単位）

備　　　考
選必 選択

授業科目の名称
授業を
行　う
年　次

単位数

必修

（ 注） 　選択科目も含めて、最低修得単位数（ ２６単位） を超えて修得した単位数のうちその超える
部分については、「 大学が独自に設定する科目」 の修得単位数に含めることができる。

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

社会学、経済学

４単位以上選択必修

哲学、倫理学、
宗教学、心理学

各教科の指導法
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教職概論 １年春 2

教育原論 １年秋 2

教育心理学 １年春 2

教育行政論 ２年春 2

教育課程論 ２年秋 1

特別支援教育論 ２年秋 1

総合的な学習の時間の指導法 ３年秋 1

特別活動指導法 ２年春 1

教育方法と情報通信技術 ３年春 2

生徒指導の理論と方法 １年秋 1

進路指導の理論と方法 ３年春 2

教育相談の理論と方法 ２年秋 1

教育実習事前事後指導 ４年春 1

教育実習 ４年春 2

教職実践演習（ 中・ 高） ４年秋 2

最低修得単位数　１２単位

選択

教育の基礎的理解に
関する科目

授業科目の名称
授業を
行　う
年　次

単位数

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法及
び生徒指導、教育相
談等に関する科目

教育実践に関する科
目

２３単位必修

備　　　考
必修

１２単位以上
（ 注） 「 教科及び教科の指導法に関する科目」 において最低修得単位数を超えて修得した単位数のう
ちその超える部分については、「 大学が独自に設定する科目」 の修得単位数に含めることができる。

大学が独自に設定す
る科目

授業科目の名称
授業を
行　う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必

選必 選択
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日本国憲法 憲法概論 ２年春 2

健康とスポーツⅠ １年春 1

健康とスポーツⅡ １年秋 1

外国語コミュニ
ケーション

英語ⅠA １年春 2

情報機器の操作 情報リテラシーⅠ １年春 2

選択

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則
第
6
6
条
の
6
に
定
め
る
科
目

体育

８単位必修

授業科目の名称
授業を
行　う
年　次

単位数

備　　　考
必修 選必
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学部履修規程別表第１及び学部教職課程履修規程別表改正に伴う経過措置に関

する規程

令和４年３月１１日

規程第 ４号

（ 趣旨）

第１条 この規程は、青森公立大学経営経済学部履修規程の一部を改正する規程（ 令

和４年規程第２号。以下「 一部改正規程」 という。） 附則第４項の規定及び青森公立

大学経営経済学部教職課程履修規程の一部を改正する規程（ 令和４年規程第３号。

以下「 教職一部改正規程」 という。） 附則第４項の規定に基づき、一部改正規程附則

第３項及び教職一部改正規程附則第３項の規定による場合の経過措置について必要

な事項を定めるものとする。

（ 対象者）

第２条 この規程は、令和３年度までに入学し継続して在学する者及び同年度までに

入学し令和４年度以後に再入学した者に適用する。

（ 同一授業科目の認定）

第３条 一部改正規程による改正後の青森公立大学経営経済学部履修規程（ 以下「 新

履修規程」 という。） 別表第１に規定する授業科目が、改正前の青森公立大学経営経

済学部履修規程（ 以下「 旧履修規程」 という。） 別表第１に規定する授業科目と同一

又はこれに代わると認められるときは、該当する新履修規程別表第１に規定する授

業科目の履修をもって、旧履修規程に規定する授業科目の履修とみなす。この場合

における当該授業科目にそれぞれ対応する新履修規程の授業科目は、別表第１のと

おりとする。

２ 教職一部改正規程による改正後の青森公立大学経営経済学部教職課程履修規程

（ 以下「 新教職履修規程」 という。） 別表に規定する授業科目が、改正前の青森公立

大学経営経済学部教職課程履修規程（ 以下「 旧教職履修規程」 という。） 別表に規定

する授業科目と同一又はこれに代わると認められるときは、該当する新教職履修規

程別表に規定する授業科目の履修をもって、旧教職履修規程に規定する授業科目の

履修とみなす。この場合における当該授業科目にそれぞれ対応する新教職履修規程

の授業科目は、別表第２のとおりとする。

（ 旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目の開講又は非開講）

第４条 旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目は、原則として令和３年度入学生

の学年がそれぞれの旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目の「 授業を行う年次」

の最も若い年次に達した翌年度まで開講する。

２ 前条の規定により同一授業科目と認定した旧履修規程及び旧教職履修規程の授業
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科目は、原則として開講しない。

３ 該当する学生数の減少その他相当の理由があるときは、旧履修規程及び旧教職履

修規程の授業科目を開講しないことがある。

（ 履修方法）

第５条 第３条の規定により同一と認定した新履修規程及び新教職履修規程の授業科

目が、旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目と同じ年度に開講されるときは、

旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目を履修するものとする。

２ 前条第２項及び第３項の規定により開講しないこととされた旧履修規程及び旧教

職履修規程の授業科目については、第３条に定める方法により履修するものとする。

附 則

（ 施行期日）

この規程は、令和４年４月1日から施行する。
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 学部履修規程別表第１及び学部教職課程履修規程別表改正に伴う経過措置に関

する規程

令和６年３月２２日 

規程第４号 

 （ 趣旨）  

第１条 この規程は、青森公立大学経営経済学部履修規程の一部を改正する規程（ 令

和６年規程第２号。以下「 一部改正規程」 という。） 附則第４項の規定及び青森公立

大学経営経済学部教職課程履修規程の一部を改正する規程（ 令和６年規程第３号。

以下「 教職一部改正規程」 という。） 附則第４項の規定に基づき、一部改正規程附則

第３項及び教職一部改正規程附則第３項の規定による場合の経過措置について必要

な事項を定めるものとする。  

 （ 対象者）  

第２条 この規程は、令和４年度及び５年度に入学し継続して在学する者及び両年度

までに入学し令和６年度以後に再入学した者に適用する。  

 （ 同一授業科目の認定）  

第３条 一部改正規程による改正後の青森公立大学経営経済学部履修規程（ 以下「 新

履修規程」 という。） 別表第１に規定する授業科目が、改正前の青森公立大学経営経

済学部履修規程（ 以下「 旧履修規程」 という。） 別表第１に規定する授業科目と同一

又はこれに代わると認められるときは、該当する新履修規程別表第１に規定する授

業科目の履修をもって、旧履修規程に規定する授業科目の履修とみなす。この場合

における当該授業科目にそれぞれ対応する新履修規程の授業科目は、別表第１のと

おりとする。  

２  教職一部改正規程による改正後の青森公立大学経営経済学部教職課程履修規程

（ 以下「 新教職履修規程」 という。） 別表に規定する授業科目が、改正前の青森公立

大学経営経済学部教職課程履修規程（ 以下「 旧教職履修規程」 という。） 別表に規定

する授業科目と同一又はこれに代わると認められるときは、該当する新教職履修規

程別表に規定する授業科目の履修をもって、旧教職履修規程に規定する授業科目の

履修とみなす。この場合における当該授業科目にそれぞれ対応する新教職履修規程

の授業科目は、別表第２のとおりとする。  

 （ 旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目の開講又は非開講）  

第４条 旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目は、原則として令和５年度入学生

の学年がそれぞれの旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目の「 授業を行う年次」

の最も若い年次に達した翌年度まで開講する。  

２  前条の規定により同一授業科目と認定した旧履修規程及び旧教職履修規程の授業
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科目は、原則として開講しない。 

３  該当する学生数の減少その他相当の理由があるときは、旧履修規程及び旧教職履

修規程の授業科目を開講しないことがある。 

 （ 履修方法）  

第５条 第３条の規定により同一と認定した新履修規程及び新教職履修規程の授業科

目が、旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目と同じ年度に開講されるときは、

旧履修規程及び旧教職履修規程の授業科目を履修するものとする。  

２  前条第２項及び第３項の規定により開講しないこととされた旧履修規程及び旧教

職履修規程の授業科目については、第３条に定める方法により履修するものとする。 

   附 則 

 （ 施行期日）  

 この規程は、令和６年４月1日から施行する。  

 （ 経過措置）  

 この規程による学部履修規程別表第１及び学部教職課程履修規程別表改正に伴う経

過措置に関する規程別表第１及び別表第２の規定は、令和３年度までに入学し継続し

て在学する者及び同年度までに入学し令和４年度以後再入学した者については、なお

従前の例による。  
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

学習導入演習 1年春 2 学習導入演習 1年春 2

健康とスポーツⅠ 1年春 1 健康とスポーツⅠ 1年春 1

健康とスポーツⅡ 1年秋 1 健康とスポーツⅡ 1年秋 1

英語ⅠA 1年春 2 英語ⅠA 1年春 2

英語ⅠB 1年春 2 英語ⅠB 1年春 2

英語ⅡA 1年秋 2 英語ⅡA 1年秋 2

英語ⅡB 1年秋 2 英語ⅡB 1年秋 2

English PresentationⅠ 2年春 2 English PresentationⅠ 2年春 2

English PresentationⅡ 2年秋 2 English PresentationⅡ 2年秋 2

Public Speaking Ⅰ 2年春 2 Public Speaking Ⅰ 2年春 2

Public Speaking Ⅱ 2年秋 2 Public Speaking Ⅱ 2年秋 2

Writing as a Social Act Ⅰ 2年春 2 Writing as a Social Act Ⅰ 2年春 2

Writing as a Social Act Ⅱ 2年秋 2 Writing as a Social Act Ⅱ 2年秋 2

Essay Writing Ⅰ 2年春 2 Essay W riting Ⅰ 2年春 2

Essay Writing Ⅱ 2年秋 2 Essay W riting Ⅱ 2年秋 2

Active Reading Business Genres Ⅰ 2年春 2 Active Reading Business Genres Ⅰ 2年春 2

Active Reading Business Genres Ⅱ 2年秋 2 Active Reading Business Genres Ⅱ 2年秋 2

English Grammar and UsageⅠ 2年春 2 English Grammar and UsageⅠ 2年春 2

English Grammar and UsageⅡ 2年秋 2 English Grammar and UsageⅡ 2年秋 2

Intercultural Reading 2年春 2 Intercultural Reading 2年春 2

Understanding Business Meeting 2年春 2 Understanding Business Meeting 2年春 2

短期語学研修 2年春 4 短期語学研修 2年春 4

長期語学研修 2年秋 10 長期語学研修 2年秋 10

ロシア語入門 1年秋 4 ロシア語入門 1年秋 4

韓国語入門 1年秋 4 韓国語入門 1年秋 4

中国語入門 1年秋 4 中国語入門 1年秋 4

ロシア語会話 2年春 2 ロシア語会話 2年春 2

韓国語会話 2年春 2 韓国語会話 2年春 2

中国語会話 2年春 2 中国語会話 2年春 2

対人コミュニケーション 1年春・秋 2 対人コミュニケーション 1年春・秋 2

プレゼンテーション 2年春・秋 2 プレゼンテーション 2年春・秋 2

情報リテラシーⅠ 1年春 2 情報リテラシーⅠ 1年春 2

情報リテラシーⅡ 1年秋 2 情報リテラシーⅡ 1年秋 2

情報と経済社会 2年秋 2 情報と経済社会 2年秋 2

演習 ＡＣＢ演習 3年春秋 4 ＡＣＢ演習 3年春秋 4

別表第１（第3条第1項関係）

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

ア
カ
デ
ミ

ッ
ク
・
コ
モ
ン
ベ
ー

シ

ッ
ク
ス

基礎

英語

研修

第２
外国語

ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ

情報
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

人間の心理 1年秋 4 人間の心理 1年秋 4

芸術の創造 1年秋 2 芸術の創造 1年秋 2

哲学Ⅰ 2年春 2 哲学Ⅰ 2年春 2

宗教哲学 2年秋 2 宗教哲学 2年秋 2

文学と人間 2年秋 2 文学と人間 2年秋 2

仏教の思想 3年春 4 仏教の思想 3年春 4

美と価値 3年秋 2 美と価値 3年秋 2

社会と人間 1年秋 2 社会と人間 1年秋 2

人間の歴史 2年春 2 人間の歴史 2年春 2

憲法概論 2年春 2 憲法概論 2年春 2

法律と人間 2年秋 2 法律と人間 2年秋 2

メディアとジャーナリズム 3年春 2 メディアとジャーナリズム 3年春 2

民法 3年春 4 民法 3年春 4

異文化の理解 3年秋 2 異文化の理解 3年秋 2

遺跡と文化財 3年秋 2 遺跡と文化財 3年秋 2

地球科学 2年春 2 地球科学 2年春 2

宇宙科学 2年春 2 宇宙科学 2年春 2

健康と医療 2年春 2 健康と医療 2年春 2

科学技術と社会Ⅰ 2年春 2 科学技術と社会Ⅰ 2年春 2

科学技術と社会Ⅱ 2年秋 2 科学技術と社会Ⅱ 2年秋 2

生命の科学 3年秋 2 生命の科学 3年秋 2

教養特殊講義Ⅰ 2年春 2 教養特殊講義Ⅰ 2年春 2

教養特殊講義Ⅱ 2年秋 2 教養特殊講義Ⅱ 2年秋 2

名著講読演習 2年春秋 4 名著講読演習 2年春秋 4

教養演習 3年春秋 4 教養演習 3年春秋 4

大学基礎演習 1年春 1 大学基礎演習 1年春 1

キャリア形成論 1年春・秋 2 キャリア形成論 1年春・秋 2

自治行政政策論 2年春 1 自治行政政策論 2年春 1

事業論Ⅰ 2年春 1 事業論Ⅰ 2年春 1

インターンシップⅠ 2年秋 1 インターンシップⅠ 2年秋 1

事業論Ⅱ 3年春 1 事業論Ⅱ 3年春 1

事業論Ⅲ 3年秋 1 事業論Ⅲ 3年秋 1

インターンシップⅡ 3年秋 1 インターンシップⅡ 3年秋 1

教
養
科
目

第1群

第2群

第3群

第４群

キ
ャ
リ
ア
教
育
科
目
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

経営学基礎論 １年春 4 経営学基礎論 １年春 4

会計学基礎論 １年春 4 会計学基礎論 １年春 4

経済学基礎論 1年春 4 経済学基礎論 1年春 4

組織論 1年秋 4 組織論 1年秋 4

現代企業論 1年秋 2 現代企業論 1年秋 2

社会調査と統計 1年秋 2 社会調査と統計 1年秋 2

環境経営論 2年秋 2 環境経営論 2年秋 2

経営戦略論Ⅰ 1年秋 2 経営戦略論Ⅰ 1年秋 2

経営戦略論Ⅱ 2年春 2 経営戦略論Ⅱ 2年春 2

マネジメント論Ⅰ 1年秋 2 マネジメント論Ⅰ 1年秋 2

マネジメント論Ⅱ 2年春 2 マネジメント論Ⅱ 2年春 2

財務会計論Ⅰ 1年秋 2 財務会計論Ⅰ 1年秋 2

財務会計論Ⅱ 2年春 2 財務会計論Ⅱ 2年春 2

商業簿記 1年秋 2 商業簿記 1年秋 2

工業簿記 1年秋 2 工業簿記 1年秋 2

マーケティング論Ⅰ 2年春 2 マーケティング論Ⅰ 2年春 2

マーケティング論Ⅱ 2年秋 2 マーケティング論Ⅱ 2年秋 2

人事管理論Ⅰ 2年春 2 人事管理論Ⅰ 2年春 2

人事管理論Ⅱ 2年秋 2 人事管理論Ⅱ 2年秋 2

管理会計論Ⅰ 2年春 2 管理会計論Ⅰ 2年春 2

管理会計論Ⅱ 2年秋 2 管理会計論Ⅱ 2年秋 2

財務分析Ⅰ 2年春 2 財務分析Ⅰ 2年春 2

グローバル経営論 3年春 2 グローバル経営論 3年春 2

会社法Ⅰ 3年春 2 会社法Ⅰ 3年春 2

経営倫理学 3年秋 2 経営倫理学 3年秋 2

経営史 2年春 2 経営史 2年春 2

市場調査論 2年春 2 市場調査論 2年春 2

経営特殊講義Ⅰ 2年秋 2 経営特殊講義Ⅰ 2年秋 2

現代仕事論 2年秋 2 現代仕事論 2年秋 2

財務管理論 2年秋 2 財務管理論 2年秋 2

財務分析Ⅱ 2年秋 2 財務分析Ⅱ 2年秋 2

組織学習論 3年春 2 組織学習論 3年春 2

監査論Ⅰ 3年春 2 監査論Ⅰ 3年春 2

監査論Ⅱ 3年秋 2 監査論Ⅱ 3年秋 2

租税法 3年春 2 租税法 3年春 2

財務戦略 3年春 2 財務戦略 3年春 2

商業実習 3年春 4 商業実習 3年春 4

会社法Ⅱ 3年秋 2 会社法Ⅱ 3年秋 2

経営情報論 3年秋 2 経営情報論 3年秋 2

生産管理論 3年秋 2 生産管理論 3年秋 2

経営特殊講義Ⅱ 3年秋 2 経営特殊講義Ⅱ 3年秋 2

労働法 3年秋 2 労働法 3年秋 2

税務会計 3年秋 2 税務会計 3年秋 2

非営利組織会計 3年秋 2 非営利組織会計 3年秋 2

職業指導 3年秋 4 職業指導 3年秋 4

ミクロ経済学 1年秋 4 ミクロ経済学 1年秋 4

マクロ経済学 2年春 4 マクロ経済学 2年春 4

専
門
科
目

（
経
営
学
科

）

基礎科目

基幹科目

展開科目
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

財政学 2年春 4 財政学 2年春 4

地域企業論Ⅰ 3年春 2 地域企業論Ⅰ 3年春 2

地域企業論Ⅱ 3年秋 2 地域企業論Ⅱ 3年秋 2

地域社会論Ⅰ 3年春 2 地域社会論Ⅰ 3年春 2

地域社会論Ⅱ 3年秋 2 地域社会論Ⅱ 3年秋 2

環境経済学 3年春 2 環境経済学 3年春 2

地域経営論 3年春 2 地域経営論 3年春 2

経営導入演習 1年秋 2 経営導入演習 1年秋 2

経営演習Ⅰ 2年春秋 4 経営演習Ⅰ 2年春秋 4

経営演習Ⅱ 3年春秋 4 経営演習Ⅱ 3年春秋 4

卒業研究 卒業研究 4年春秋 4 卒業研究 4年春秋 4

演習
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

経営学基礎論 １年春 4 経営学基礎論 １年春 4

会計学基礎論 １年春 4 会計学基礎論 １年春 4

経済学基礎論 1年春 4 経済学基礎論 1年春 4

ミクロ経済学 1年秋 4 ミクロ経済学 1年秋 4

フィールドスタディ 1年秋 2 フィールドスタディ 1年秋 2

日本経済概論 1年秋 2 日本経済概論 1年秋 2

マクロ経済学 2年春 4 マクロ経済学 2年春 4

経済数学 1年春 4 経済数学 1年春 4

経済統計 1年秋 2 経済統計 1年秋 2

統計学 2年春 4 統計学 2年春 4

応用ミクロ経済学 2年春 4 応用ミクロ経済学 2年春 4

財政学 2年春 4 財政学 2年春 4

計量経済学 2年秋 4 計量経済学 2年秋 4

金融経済学Ⅱ 3年春 2 金融経済学Ⅱ 3年春 2

金融経済学Ⅰ 2年秋 2 金融経済学Ⅰ 2年秋 2

国際経済学 2年秋 4 経過措置（2026年度まで開講）

公共経済学 2年秋 4 公共経済学 2年秋 4

労働経済学 2年秋 4 労働経済学 2年秋 4

地域経済学 3年春 4 地域経済学 3年春 4

産業組織論 3年春 4 産業組織論 3年春 4

経済特殊講義Ⅰ ２年春 2 経済特殊講義Ⅰ ２年春 2

地方財政論 2年秋 2 地方財政論 2年秋 2

ゲーム論 2年春 2 ゲーム論 2年春 2

経済特殊講義Ⅱ 2年秋 2 経済特殊講義Ⅱ 2年秋 2

実証経済分析 ３年春 2 実証経済分析 ３年春 2

環境経済学 3年春 2 環境経済学 3年春 2

ファイナンス理論 3年春 2 ファイナンス理論 3年春 2

経済変動論 2年秋 2 経済変動論 2年秋 2

社会保障論 3年春 2 社会保障論 3年春 2

経済特殊講義Ⅲ 3年春 2 経済特殊講義Ⅲ 3年春 2

開発経済学 3年秋 2 開発経済学 3年秋 2

金融機関論 3年秋 2 金融機関論 3年秋 2

国際金融論 3年秋 2 国際金融論 3年秋 2

公共政策論 3年秋 2 公共政策論 3年秋 2

経済特殊講義Ⅳ 3年秋 2 経済特殊講義Ⅳ 3年秋 2

財務会計論Ⅰ 1年秋 2 財務会計論Ⅰ 1年秋 2

財務会計論Ⅱ 2年春 2 財務会計論Ⅱ 2年春 2

商業簿記 1年秋 2 商業簿記 1年秋 2

マーケティング論Ⅰ 2年春 2 マーケティング論Ⅰ 2年春 2

管理会計論Ⅰ 2年春 2 管理会計論Ⅰ 2年春 2

管理会計論Ⅱ 2年秋 2 管理会計論Ⅱ 2年秋 2

財務分析Ⅰ 2年春 2 財務分析Ⅰ 2年春 2

マーケティング論Ⅱ 2年秋 2 マーケティング論Ⅱ 2年秋 2

財務分析Ⅱ 2年秋 2 財務分析Ⅱ 2年秋 2

会社法Ⅰ 3年春 2 会社法Ⅰ 3年春 2

財務戦略 3年春 2 財務戦略 3年春 2

専
門
科
目

（
経
済
学
科

）

基礎科目

基幹科目

展開科目

→
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

会社法Ⅱ 3年秋 2 会社法Ⅱ 3年秋 2

労働法 3年秋 2 労働法 3年秋 2

経済導入演習 1年秋 2 経済導入演習 1年秋 2

経済演習Ⅰ 2年秋 2 経済演習Ⅰ 2年秋 2

経済演習Ⅱ 3年春秋 4 経済演習Ⅱ 3年春秋 4

卒業研究 卒業研究 4年春秋 4 卒業研究 4年春秋 4

演習
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

経営学基礎論 1年春 4 経営学基礎論 1年春 4

調査と統計 1年春 2 調査と統計 1年春 2

地域形成基礎論 1年秋 2 地域形成基礎論 1年秋 2

地域社会と経済 1年春 2 地域社会と経済 1年春 2

地域リーダーシップ論 1年秋 2 地域リーダーシップ論 1年秋 2

地域と情報ネットワーク 1年秋 2 地域と情報ネットワーク 1年秋 2

経済学基礎論 2年春 4 経済学基礎論 2年春 4

会計学基礎論 2年春 4 会計学基礎論 2年春 4

地域企業論Ⅰ 2年春 2 地域企業論Ⅰ 2年春 2

地域企業論Ⅱ 2年秋 2 地域企業論Ⅱ 2年秋 2

自治体経営論 2年春 2 自治体経営論 2年春 2

地域社会論Ⅰ 2年春 2 地域社会論Ⅰ 2年春 2

地域社会論Ⅱ 2年秋 2 地域社会論Ⅱ 2年秋 2

地形地理情報論 2年秋 2 地形地理情報論 2年秋 2

経営戦略論Ⅰ 1年秋 2 経営戦略論Ⅰ 1年秋 2

マネジメント論Ⅰ 1年秋 2 マネジメント論Ⅰ 1年秋 2

マーケティング論Ⅰ 2年春 2 マーケティング論Ⅰ 2年春 2

経営戦略論Ⅱ 2年春 2 経営戦略論Ⅱ 2年春 2

マネジメント論Ⅱ 2年春 2 マネジメント論Ⅱ 2年春 2

マーケティング論Ⅱ 2年秋 2 マーケティング論Ⅱ 2年秋 2

会社法Ⅰ 3年春 2 会社法Ⅰ 3年春 2

フィールドリサーチⅠ 2年秋 2 フィールドリサーチⅠ 2年秋 2

行政経営論 2年秋 2 行政経営論 2年秋 2

地域の産業Ⅰ 2年秋 2 地域の産業Ⅰ 2年秋 2

地域みらい特殊講義Ⅰ 2年秋 2 地域みらい特殊講義Ⅰ 2年秋 2

フィールドリサーチⅡ 3年春 2 フィールドリサーチⅡ 3年春 2

地域の産業Ⅱ 3年春 2 地域の産業Ⅱ 3年春 2

地域経営論 3年春 2 地域経営論 3年春 2

自然史・地理情報と地域創造 3年春 2 自然史・地理情報と地域創造 3年春 2

地域みらい特殊講義Ⅱ 3年春 2 地域みらい特殊講義Ⅱ 3年春 2

経営革新論Ⅱ 3年秋 2 経営革新論Ⅱ 3年秋 2

フィールドリサーチⅢ 3年秋 2 フィールドリサーチⅢ 3年秋 2

地域と産業政策 3年秋 2 地域と産業政策 3年秋 2

経営革新論Ⅰ 3年春 2 経営革新論Ⅰ 3年春 2

環境ビジネス論 3年秋 2 環境ビジネス論 3年秋 2

地域みらい特殊講義Ⅲ 3年秋 2 地域みらい特殊講義Ⅲ 3年秋 2

現代仕事論 2年秋 2 現代仕事論 2年秋 2

財務会計論Ⅰ 2年秋 2 財務会計論Ⅰ 2年秋 2

財務会計論Ⅱ 3年春 2 財務会計論Ⅱ 3年春 2

ミクロ経済学 2年秋 4 ミクロ経済学 2年秋 4

マクロ経済学 3年春 4 マクロ経済学 3年春 4

会社法Ⅱ 3年秋 2 会社法Ⅱ 3年秋 2

自己の探求 1年春 4 自己の探求 1年春 4

自分知の探求 1年秋 2 自分知の探求 1年秋 2

科学への探求 1年秋 2 科学への探求 1年秋 2

知の挑戦Ⅰ 2年春秋 4 知の挑戦Ⅰ 2年春秋 4

知の挑戦Ⅱ 3年春秋 4 知の挑戦Ⅱ 3年春秋 4

卒業研究 卒業研究 4年春秋 4 卒業研究 4年春秋 4

演習

専
門
科
目

（
地
域
み
ら
い
学
科

）

基礎科目

基幹科目

展開科目
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教職課程　経営学科

必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

経営学基礎論 1年春 4 経営学基礎論 1年春 4

会計学基礎論 1年春 4 会計学基礎論 1年春 4

組織論 1年秋 4 組織論 1年秋 4

経営戦略論Ⅰ 1年秋 2 経営戦略論Ⅰ 1年秋 2

経営戦略論Ⅱ 2年春 2 経営戦略論Ⅱ 2年春 2

商業簿記 1年秋 2 商業簿記 1年秋 2

マネジメント論Ⅰ 1年秋 2 マネジメント論Ⅰ 1年秋 2

マネジメント論Ⅱ 2年春 2 マネジメント論Ⅱ 2年春 2

財務会計論Ⅱ 2年春 2 財務会計論Ⅱ 2年春 2

財務会計論Ⅰ 1年秋 2 財務会計論Ⅰ 1年秋 2

管理会計論Ⅰ 2年春 2 管理会計論Ⅰ 2年春 2

管理会計論Ⅱ 2年秋 2 管理会計論Ⅱ 2年秋 2

マーケティング論Ⅰ 2年春 2 マーケティング論Ⅰ 2年春 2

マーケティング論Ⅱ 2年秋 2 マーケティング論Ⅱ 2年秋 2

財務分析Ⅰ 2年春 2 財務分析Ⅰ 2年春 2

環境経営論 2年秋 2 環境経営論 2年秋 2

商業実習 3年春 4 商業実習 3年春 4

監査論Ⅰ 3年春 2 監査論Ⅰ 3年春 2

監査論Ⅱ 3年秋 2 監査論Ⅱ 3年秋 2

地域企業論Ⅰ 3年春 2 地域企業論Ⅰ 3年春 2

地域企業論Ⅱ 3年秋 2 地域企業論Ⅱ 3年秋 2

組織学習論 3年春 2 組織学習論 3年春 2

環境経済学 3年春 2 環境経済学 3年春 2

地域社会論Ⅰ 3年春 2 地域社会論Ⅰ 3年春 2

地域社会論Ⅱ 3年秋 2 地域社会論Ⅱ 3年秋 2

経営倫理学 3年秋 2 経営倫理学 3年秋 2

生産管理論 3年秋 2 生産管理論 3年秋 2

職業指導 職業指導 3年秋 4 職業指導 3年秋 4

中等教科教育法（商業Ⅰ） 3年春 2 中等教科教育法（商業Ⅰ） 3年春 2

中等教科教育法（商業Ⅱ） 3年秋 2 中等教科教育法（商業Ⅱ） 3年秋 2

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

商
業
の
関
係
科
目

別表第2（第3条第2項関係）

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

各教科の
指導法

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
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必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数

教職概論 1年春 2 教職概論 1年春 2

教育原論 1年秋 2 教育原論 1年秋 2

教育心理学 1年春 2 教育心理学 1年春 2

教育行政論 2年春 2 教育行政論 2年春 2

教育課程論 2年秋 1 教育課程論 2年秋 1

特別支援教育論 2年秋 1 特別支援教育論 2年秋 1

総合的な学習の時間の指導法 3年秋 1 総合的な学習の時間の指導法 3年秋 1

特別活動指導法 2年春 1 特別活動指導法 2年春 1

教育方法と情報通信技術 3年春 2 教育方法と情報通信技術 3年春 2

生徒指導の理論と方法 1年秋 1 生徒指導の理論と方法 1年秋 1

進路指導の理論と方法 3年春 2 進路指導の理論と方法 3年春 2

教育相談の理論と方法 2年秋 1 教育相談の理論と方法 2年秋 1

教育実習事前事後指導 4年春 1 教育実習事前事後指導 4年春 1

教育実習 4年春 2 教育実習 4年春 2

教職実践演習（中・高） 4年秋 2 教職実践演習（中・高） 4年秋 2

日本国憲法 憲法概論 2年春 2 憲法概論 2年春 2

健康とスポーツⅠ 1年春 1 健康とスポーツⅠ 1年春 1

健康とスポーツⅡ 1年秋 1 健康とスポーツⅡ 1年秋 1

外国語コミュニ
ケーション

英語ⅠA 1年春 2 英語ⅠA 1年春 2

情報機器の操作 情報リテラシーⅠ 1年春 2 情報リテラシーⅠ 1年春 2

教育の基礎的理解に
関する科目

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法及
び生徒指導、教育相
談等に関する科目

教育実践に関する科目

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則

第
6
6
条
の
6
に
定
め
る
科
目

体育
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教職課程　経済学科

必

修

選

必

選

択

必

修

選

必

選

択

法律学、
政治学

法律と人間 2年秋 2 法律と人間 2年秋 2

経済学基礎論 １年春 4 経済学基礎論 １年春 4

フィールドスタディ 1年秋 2 フィールドスタディ 1年秋 2

ミクロ経済学 1年秋 4 ミクロ経済学 1年秋 4

マクロ経済学 2年春 4 マクロ経済学 2年春 4

経済統計 1年秋 2 経済統計 1年秋 2

応用ミクロ経済学 2年春 4 応用ミクロ経済学 2年春 4

財政学 2年春 4 財政学 2年春 4

国際経済学 2年秋 4 経過措置（2026年度まで開講）

公共経済学 2年秋 4 公共経済学 2年秋 4

金融経済学Ⅰ 2年秋 2 金融経済学Ⅰ 2年秋 2

計量経済学 2年秋 4 計量経済学 2年秋 4

労働経済学 2年秋 4 労働経済学 2年秋 4

金融経済学Ⅱ 3年春 2 金融経済学Ⅱ 3年春 2

環境経済学 3年春 2 環境経済学 3年春 2

地域経済学 3年春 4 地域経済学 3年春 4

実証経済分析 3年春 2 実証経済分析 3年春 2

宗教哲学 2年秋 2 宗教哲学 2年秋 2

仏教の思想 3年春 4 仏教の思想 3年春 4

中等教科教育法（公民Ⅰ） 3年春 2 中等教科教育法（公民Ⅰ） 3年春 2

中等教科教育法（公民Ⅱ） 3年秋 2 中等教科教育法（公民Ⅱ） 3年秋 2

教職概論 1年春 2 教職概論 1年春 2

教育原論 1年秋 2 教育原論 1年秋 2

教育心理学 1年春 2 教育心理学 1年春 2

教育行政論 2年春 2 教育行政論 2年春 2

教育課程論 2年秋 1 教育課程論 2年秋 1

特別支援教育論 2年秋 1 特別支援教育論 2年秋 1

総合的な学習の時間の指導法 3年秋 1 総合的な学習の時間の指導法 3年秋 1

特別活動指導法 2年春 1 特別活動指導法 2年春 1

教育方法と情報通信技術 3年春 2 教育方法と情報通信技術 3年春 2

生徒指導の理論と方法 1年秋 1 生徒指導の理論と方法 1年秋 1

進路指導の理論と方法 3年春 2 進路指導の理論と方法 3年春 2

教育相談の理論と方法 2年秋 1 教育相談の理論と方法 2年秋 1

教育実習事前事後指導 4年春 1 教育実習事前事後指導 4年春 1

教育実習 4年春 2 教育実習 4年春 2

教職実践演習（中・高） 4年秋 2 教職実践演習（中・高） 4年秋 2

日本国憲法 憲法概論 2年春 2 憲法概論 2年春 2

健康とスポーツⅠ 1年春 1 健康とスポーツⅠ 1年春 1

健康とスポーツⅡ 1年秋 1 健康とスポーツⅡ 1年秋 1

外国語コミュニ
ケーション

英語ⅠA 1年春 2 英語ⅠA 1年春 2

情報機器の操作 情報リテラシーⅠ 1年春 2 情報リテラシーⅠ 1年春 2

教育実践に関する科目

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則

第
6
6
条
の
6
に
定
め
る
科
目

体育

→

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

社
会
学

、
経
済
学

哲学、倫理学、
宗教学、心理

学

各教科の
指導法

教育の基礎的理解に
関する科目

道徳、総合的な学習
の時間等の指導法及
び生徒指導、教育相
談等に関する科目

旧（2022年～2023年） 新（2024年～）

備　考
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
授業科目の名称

授業を
行  う
年  次

単位数
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学則第３３条第２項の規定により退学した者が科目等履修生を経由し再入学

することに関する規程

平成２１年４月１日

規程第１０３号

改正 令和 ２年 ３月規程第 ８号

（ 目的）

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号。以下「 学則」 とい

う。） 第３３条第２項の規定により退学した者（ 以下「 退学者」 という。） が、青森

公立大学科目等履修生（ 以下「 科目等履修生」 という。） を経由し再入学するために

必要な事項を定めることを目的とする。

（ 再入学の方法と期間等）

第２条 退学者が再入学を願い出る場合は、退学後に科目等履修生として在籍し、第

６条に規定する成績を修めなければならない。

２ 前項の規定により科目等履修生として在籍する場合は、退学後直近の科目等履修

生としての申請を行う際に、再入学目的であることを示さなければならない。科目

等履修生としての在籍を継続する場合も同様とする。

３ 退学者が再入学を願い出ることのできる期間及び回数は、退学となった日から起

算して４年を経過する日までの期間において１回とする。

４ 再入学後に学則第３３条第２項の規定により再度退学した者については、再入学

を認めない。

（ 履修科目等の制限）

第３条 前条第１項に規定する科目等履修生が履修できる科目及び単位数は、科目等

履修生として在籍する期間の開講科目のうち、退学時までにおいて履修することが

可能であった科目とし、各年次において、履修することができる単位数は、年間５

０単位未満とする。

（ 再入学願の提出）

第４条 退学者が再入学を願い出る場合は、各学期ごとの指定された期日までに、再

入学願（ 様式第１号） を青森公立大学学長（ 以下「 学長」 という。） に提出しなけれ

ばならない。

（ 再入学小委員会）

第５条 退学者の再入学に関し、学則第３３条第４項に規定する条件について選考を

行うため、青森公立大学経営経済学部再入学小委員会（ 以下「 委員会」 という。） を

置く 。

２ 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。
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３ 委員長は経営経済学部長をもって充て、委員は委員長が教員の中からその都度指

名する。

４ 委員会は、前条の規定により再入学願の提出があったとき又は委員長が必要があ

ると認めるときに、委員長が招集する。

５ 委員会における学則第３３条第４項に規定する条件についての選考は、試験、面

接その他適切な方法により行う。

（ 再入学の選考条件）

第６条 学則第３３条第４項に規定する基礎学力等が十分であるとは、退学時の学年

の学期までに配置された科目を科目等履修生として履修することにより青森公立大

学経営経済学部履修規程（ 平成２１年規程第９９号。以下「 履修規程」 という。） 第

１１条に規定する退学時の累積ＧＰＡを２．００以上に改善していることをいう。

（ 再入学許可）

第７条 学長は、再入学を認めた退学者（ 以下「 再入学者」 という。） に対し、再入学

許可通知書（ 様式第２号） を交付する。

（ 再入学後の取扱い）

第８条 再入学者の再入学後の取扱いは、次のとおりとする。

(1) 再入学後の卒業要件は、当初の入学年次に適用される学則による。

(2) 再入学時の学年は、退学時の学年が３年次以下の場合は退学時の学年の１年上

の学年とし、退学時の学年が４年次の場合は同学年とする。

（ 単位の認定等）

第９条 再入学者の退学以前の在学期間及び修得単位は、卒業に必要な在学期間及び

単位として認めるものとする。

２ 退学者が、第２条第１項の規定による科目等履修生として在籍中に修得した単位

数及び成績評価は、再入学者に適用される学則並びに履修規程の卒業所要単位及び

成績評価として繰り入れるものとする。ただし、繰り入れる単位数及び成績評価は、

履修規程第１１条第２項に規定するＤ以上の科目とする。

３ 前項の規定により卒業所要単位に繰り入れる単位数のうち、再入学年度に修得し

た単位は、履修規程第４条第１項に規定する単位に算入する。

４ 学長は、前２項の規定により卒業所要単位数及び成績評価として繰り入れること

となった科目内容等について、第７条に規定する再入学許可通知書とともに再入学

者に通知する。

附 則

（ 施行期日）

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
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附 則（ 令和２年規程第８号）

（ 施行期日）

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２ この規程は、平成１４年度以後に学則第３３条第２項の規定により退学した者に

ついて適用する。
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履修届を提出しない者の除籍手続規程

平成２１年４月１日

規程第１０６号

改正 平成２１年１０月規程第１４２号

改正 平成２７年 ３月規程第 １５号

改正 令和 ２年 ３月規程第 １０号

（ 趣旨）

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号。以下「 学則」

という。） 第３４条第３号の規定に基づき、督促を受けてもなお履修届を提出し

ない者の除籍の手続について必要な事項を定めるものとする。

（ 履修登録）

第２条 学生は、青森公立大学経営経済学部履修規程（ 平成２１年規程第９９号）

第３条の規定に基づき、学生便覧等で示す指定期日（ 以下「 指定期日」 という。）

内に履修届を提出し、履修登録しなければならない。

（ 督促）

第３条 指定期日までに履修届を提出しない学生には、指定期日の翌日に、掲示

による督促を行う。

２ 学生が前項の督促に応じない場合は、当該学生に対し、指定期日から２日を

経過した日に、郵送による督促を行う。この場合における履修届の提出期限は、

当該郵送をした日から４日を経過した日とする。

３ 学生が前項の督促に応じない場合は、前項の提出期限の翌日に、当該学生及

びその保証人に対し、郵送による最終督促を行う。 この場合における履修届の

提出期限は、当該郵送をした日から４日を経過した日とする。

４ 前３項に規定する提出期限の日又は督促を行う日（ 以下「 提出期限等の日」

という。） が土曜日、日曜日（ 以下これらを「 週休日」 という。） 又は国民の祝

日に関する法律（ 昭和２３年法律第１７８号） に規定する休日（ 以下「 休日」

という。） に当たるときは、当該提出期限等の日は、その日後においてその日に

最も近い週休日又は休日でない日とする。

５ 第２項及び第３項に規定する提出期限までの経過日数には、週休日及び休日

を算入しない。

（ 除籍）

第４条 前条の最終督促を受けてもなお履修届を提出しない者は、学則第３４条

第３号の規定に基づき、教授会の意見を徴した上で、学長が除籍する。

附 則

（ 施行期日）

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（ 平成２１年規程第１４２号）
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（ 施行期日）

この規程は、平成２１年１０月１日から施行する。

附 則（ 平成２７年規程第１５号）

（ 施行期日）

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（ 令和２年規程第１０号）

（ 施行期日）

この規程は、令和２年４月１日から施行する。
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学則第２２条による大学院授業科目の履修に関する規程

平成２１年４月１日

規程第１ ０ ７号

改正 令和 ２年 ３月規程第１１号

（ 趣旨）

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号。以下「 学則」

という。） 第２ ２条の規定による本学大学院の授業科目の履修について必要な

事項を定めるものとする。

（ 履修の制限）

第２条 学則第２ ２条の規定による履修に係る単位数は、青森公立大学経営経

済学部履修規程（ 平成２ １年規程第９９号。以下「 履修規程」 という 。） 第

３条に規定する年間履修単位数に算入される。

２ 本学大学院の授業科目の履修に係る成績は、履修規程第１ １条に規定する

ＧＰＡの計算式に算入されない。

（ 修得した単位数の表示）

第３条 本学大学院の授業科目の履修に係る授業科目、単位数、成績評価等は、

本学大学院の授業科目を履修したものとして明示し、学部の成績表に記載す

る。

（ その他）

第４条 本学大学院の授業科目の履修に当たっては、 この規程及び学則に定め

るもの以外については、本学大学院の学則及び諸規定の例による。

附 則

（ 施行期日）

この規程は、平成２ １年４月１日から施行する。

附 則（ 令和２年規程第１１号）

（ 施行期日）

この規程は、令和２年４月１日から施行する。

180



   青森公立大学卒業の時期に関する内規 

平成２１年４月１日制定 

青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第１９条に規定する卒業の時期は、原

則として各学期の終わりとする。 

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この内規は、平成２１年４月１日から施行する。  
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   青森公立大学科目等履修生規程 

平成２ １ 年４月１日 

規程第１ ０ ９ 号 

 （ 趣旨）   

第１ 条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２ １ 年規程第１号） 第４ ３ 条

及び青森公立大学大学院学則（ 平成２ １ 年規程第３号） 第４ ５ 条の規定に

基づき、 科目等履修生について必要な事項を定めるものとする。   

 （ 入学許可）   

第２ 条 学長は、青森公立大学（ 以下「 本学」 という 。） の学生以外の者で、

一又は複数の科目を履修しよう とする者があるときは、本学の教育及び研

究に支障がない限り、 科目等履修生として入学を許可することができる。  

 （ 入学資格）   

第３ 条 科目等履修生として入学できる者は、本学の学部への入学の場合は

高等学校を卒業した者又はこれと同等以上の学力を、本学の大学院への入

学の場合は大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有する者で、履

修しよう とする授業科目を理解できる能力があると学長が認めるものと

する。   

 （ 入学時期）   

第４ 条 科目等履修生の入学の時期は、 各学期の始めとする。   

 （ 履修期間）   

第５ 条 科目等履修生の履修期間は、入学を許可された科目の開講期間とす

る。   

 （ 単位）   

第６ 条 科目等履修生には、履修した科目につき、単位を付与することがで

きる。   

 （ 出願書類）   

第７ 条 科目等履修生として出願しよう とする者は、所定の書類に検定料を

添えて願い出なければならない。   

 （ 入学科等）   

第８ 条 科目等履修生として入学を許可された者は、所定の期日までに入学

料及び授業料を納付しなければならない。   

 （ 準用）   

第９ 条 本学の学則その他の規定中、学生に関する規定は、科目等履修生に

準用する。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この規程は、 平成２ １ 年４ 月１ 日から施行する。   
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   青森公立大学聴講生規程 

平成２ １年４月１日 

規程第１ １ ０号 

 （ 趣旨）   

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２ １年規程第１号） 第４ ３条及

び青森公立大学大学院学則（ 平成２ １年規程第３号）第４ ５条の規定に基づ

き、聴講生について必要な事項を定めるものとする。   

 （ 入学許可）   

第２条 学長は、青森公立大学（ 以下「 本学」 という 。） の学生以外の者で、

一又は複数の授業科目を履修しようとする者があるときは、本学の教育及び

研究に支障のない限り、 聴講生として入学を許可することができる。   

 （ 入学資格）   

第３条 聴講生として入学できる者は、本学の学部への入学の場合は高等学校

を卒業した者又はこれと同等以上の学力を、本学の大学院への入学の場合は

大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有すると学長が認める者と

する。   

 （ 入学時期）   

第４条 聴講生の入学の時期は、各学期の始めとする。    

 （ 聴講期間）   

第５条 聴講生の聴講期間は、入学を許可された科目の開講期間とする。   

 （ 出願書類）   

第６条 聴講生として入学しようとする者は、所定の書類により願い出なけれ

ばならない。   

 （ 授業料）   

第７条 聴講生として入学を許可された者は、所定の期日までに授業料を納付

しなければならない。   

 （ 単位）   

第８条 聴講生に対し、 単位は付与しないものとする。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この規程は、平成２ １年４月１日から施行する。   
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   青森公立大学特別聴講学生規程 

平成２ １ 年４月１日 

規程第１ １ １ 号 

 （ 趣旨）   

第１ 条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２ １ 年規程第１号） 第４ ３ 条

及び青森公立大学大学院学則（ 平成２ １ 年規程第３号） 第４ ５ 条の規定に

基づき、 特別聴講学生について必要な事項を定めるものとする。   

 （ 入学許可）   

第２ 条 学長は、他の大学、短期大学又は大学院（ 以下「 他の大学等」 とい

う 。） の学生で、青森公立大学（ 以下「 本学」 という 。） において授業科目

を履修しよう とする者があるときは、本学の教育及び研究に支障のない限

り、特別聴講学生として入学を許可することができる。ただし、入学を許

可する期間は、 ２ 学期を限度とする。   

 （ 入学資格）   

第３ 条 特別聴講学生として入学できる者は、本学と協議が整えられている

他の大学等の学長が推薦する学生とする。   

 （ 入学時期）   

第４ 条 特別聴講学生の入学の時期は、 各学期の始めとする。   

 （ 履修期間）   

第５ 条 特別聴講学生の履修期間は、入学を許可された科目の開講期間とす

る。   

 （ 出願書類）   

第６ 条 特別聴講学生として入学しよう とする者は、所定の書類により願い

出なければならない。   

 （ 授業料）   

第７ 条 特別聴講学生として入学を許可された者は、所定の期日までに授業

料を納付しなければならない。   

 （ 単位数）   

第８ 条 特別聴講学生に対し、単位を付与するものとし、かつ、履修できる

単位数は、本学の学部への入学の場合は３ ０ 単位を、本学の大学院への入

学の場合は１ ０ 単位を限度とする。

 （ 準用）   

第９ 条 本学の学則その他の規程中、学生に関する規定は、特別聴講学生に

準用する。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この規程は、 平成２ １ 年４ 月１ 日から施行する。   
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   青森公立大学研究生規程 

平成２１年４月１日 

規程第１１２号 

 （ 趣旨）   

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第４３条及び青

森公立大学大学院学則（ 平成２１年規程第３号） 第４５条の規定に基づき、研究

生について必要な事項を定めるものとする。   

 （ 入学許可）   

第２条 学長は、青森公立大学（ 以下「 本学」 という。） の教員の指導を受けて、

特定の専門分野を研究しようとする者があるときは、本学の教育及び研究に支

障のない限り、研究生として入学を許可することができる。   

 （ 入学資格）   

第３条 研究生として入学できる者は、本学の学部への入学の場合は本学の学部

を卒業した者又はこれと同等以上の学力を、本学の大学院への入学の場合は本

学の大学院を修了した者又はこれと同等以上の学力を有する者で、本学におい

て特定の専門分野を研究する能力があると学長が認めるものとする。   

 （ 入学時期）   

第４条 研究生の入学の時期は、各学期の始めとする。ただし、特別の理由があ

る場合は、この限りでない。   

 （ 出願書類）   

第５条 研究生として入学しようとする者は、所定の書類に検定料を添えて願い

出なければならない。   

 （ 入学料等）   

第６条 研究生として入学を許可された者は、所定の期日までに入学料及び授業

料を納付しなければならない。   

 （ 準用）   

第７条 本学の学則その他の規程中、学生に関する規定は、研究生に準用する。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。   
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   他の大学等の授業科目の履修規程 

平成２１年４月１日 

規程第１１３号 

 （ 趣旨）   

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第２０条の規定

に基づき、他の大学又は短期大学（ 以下「 他の大学等」 という。） における授業科

目の履修等について必要な事項を定めるものとする。  

 （ 授業科目の履修）   

第２条 青森公立大学（ 以下「 本学」 という。） の学生は、本学と協議が整えられて

いる他の大学等の授業科目を履修し、単位を修得することができる。ただし、本

学との協議が整っていない場合であっても、他の大学等の授業科目を履修しよう

とする学生の目的と利益が明らかであって、かつ、本学での履修計画に大きな支

障がないと判断されるときは、学長は、これを許可することができる。   

 （ 履修許可）   

第３条 他の大学等の授業科目を履修し、単位を修得しようとする者は、学長の許

可を得なければならない。   

 （ 提出書類）   

第４条 他の大学等の授業科目を履修し、単位を修得しようとする者は、他の大学

等授業科目履修願その他必要な書類を提出しなければならない。    

 （ 成績評価）   

第５条 他の大学等で修得した単位を本学で修得したとみなす場合において、履修

成績の評価を行うときは、評価の相違等による必要な調整を加えることがある。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。   
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他の大学等における既得単位等取扱規程

平成２１年４月１日

規程第１１４号

改正 令和 ２年 ３月規程第１２号

（ 趣旨）

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第２１条の規定に

基づき、他の大学又は短期大学（ 以下「 他の大学等」 という。） を卒業又は中途退学

し、本学に入学を許可された者の既得単位等の取扱いについて必要な事項を定める

ものとする。

（ 提出書類）

第２条 他の大学で修得した既得単位を本学の単位とみなす旨の認定を願い出るとき

は、別に定める様式の既得単位認定願に他大学等が発行した学業成績証明書を添付

して、第１年次春学期履修登録の前までに願い出るものとする。

（ 認定）

第３条 前条により願出があったときは、学務運営会議においてその可否を審議し、

教授会の議を経て、その結果を別に定める様式の既得単位認定決定通知書により、

当該願い出た者に通知するものとする。

（ 既得単位の取扱い）

第４条 認定された単位は、青森公立大学経営経済学部履修規程（ 平成２１年規程第

９９号） 第４条第１項に規定する単位修得制限の算定に含めず、かつ、ＧＰＡにも

算入しない。

附 則

（ 施行期日）

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（ 令和２年規程第１２号）

（ 施行期日）

この規程は、令和２年４月１日から施行する。
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   他の大学等との間の単位互換による成績等取扱規程 

平成２１年４月１日 

規程第１１５号 

改正 平成２２年 ３月規程第 １８号

 （ 趣旨）   

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第２０条の規

定に基づき、他の大学又は短期大学（ 以下「 他の大学等」 という。） との間の単

位互換に関する協定により、他の大学等の授業を履修した学生の単位の認定及

び成績の評価について必要な事項を定めるものとする。   

 （ 単位の認定等）   

第２条 他の大学等において履修した授業に係る単位については、別表に掲げる

他の大学等において履修したものについて、 ６ ０単位を超えない範囲内で卒業

要件単位数として認めるものとする。   

２  単位の認定に当たっては、他の大学等から提供された授業科目について、あ

らかじめ提示したアカデミック・ コモンベーシックス、専門科目及び教養科目

の分類に基づき認定するものとする。   

 （ 成績評価）   

第３条 他の大学等において履修した授業の成績については、他の大学等から提

供された当該履修の点数を、本学の成績評価基準に基づき評価し、これをＧＰ

Ａに算入しないものとする。   

２  前項の成績評価は、学務運営会議がこれを行い、学部長が決定する。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

１  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。   

 （ 経過措置）  

２  この規程の施行の日前において、学則第８条、第１３条及び別表改正に伴う

経過措置に関する規程等を廃止する規程（ 平成２１年青森公立大学規程第２号）

による廃止前の他の大学との間の単位互換による成績等取扱規程（ 平成１１年

７月１日施行）の規定に基づきなされた単位の認定、成績評価その他の行為は、

この規程の相当規定に基づきなされたものとみなす。  

   附 則（ 平成２２年規程第１８号）  

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２２年４月１日から施行する。  
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 別表（ 第２条関係）   

  ・ 青森中央学院大学 

  ・ 青森県立保健大学
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学生の授業欠席の取扱いに関する要綱

平成２５年３月１９日制定 

（ 目的）  

第１条 この要綱は、青森公立大学（ 以下、「 本学」 という。） の学生の欠席に関する取

扱いについて定めることを目的とする。 

（ 公欠及びその要件）  

第２条 この内規において、公欠とは本学が認める一定の事由によりやむを得ず授業を

欠席した場合、これを欠席扱いとしない取扱いをいう。  

２  本学の学生が、次の各号の事由により授業を欠席する場合は、これを公欠として取

り扱い、成績評価に係る欠席扱いとしない。  

(1)教職課程履修者で教育実習に参加する場合 

(2)親族が死亡した場合 

(3)学校保健安全法施行規則第18条に規定する感染症に罹患した場合 

(4)裁判員制度による裁判員、又は裁判の証人等で裁判に召喚された場合 

 (5)その他学長が必要と認めた場合 

（ 公欠の基準及び手続き）  

第３条 前条第２項各号による公欠の具体的な基準及び手続きについては、別表のとお

りとする。 

２  前条第２項各号の事由により公欠となる学生は、授業欠席をする日以前に様式第１

号の欠席届（ 以下、「 欠席届」 という。） により本学事務局の確認を経て、欠席する授

業担当教員へ届出るものとする。  

３  やむを得ない理由により、授業欠席する日以前に欠席届を提出できない場合は、授

業出席が可能となった日から１週間以内に欠席届を本学事務局の確認を経て、欠席し

た授業担当教員へ届出るものとする。  

（ 公欠とされた学生への配慮）  

第４条 授業担当教員は、公欠とされた学生に対し、当該欠席をした日の授業について

は欠席扱いとしないものとし、それ以上の措置は講じないものとする。  
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（ 公欠以外の欠席）  

第５条 公欠以外の事由により授業を欠席する場合は、欠席届により本学事務局の確認

を経て、欠席した授業担当教員へ届出るものとする。 

（ 定期試験の欠席）  

第６条 やむを得ない理由により定期試験を欠席しなければならない学生は、様式第２

号の定期試験欠席届により、本学事務局へ届出るものとする。  

第７条 この要綱に定めるもののほか、学生の授業欠席の取扱いについて必要な事項は、

学長が定める。  

 附 則 

（ 施行期日）  

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

191



別表（ 第３条関係）  

公欠事由 公欠期間 手続きに必要な書類等 

教職課程履修者で教育実習に 

参加する場合 

（ 第２条第２項第１号）  

教育実習期間 不要 

親族が死亡した場合 

（ 第２条第２項第２号）  

・ 配偶者、１親等以内の親族 

  死亡日から７日以内 

・ ２、３親等以内の親族 

  死亡日から３日以内 

会葬広告、会葬礼状等 

学校保健安全法施行規則第１

８条に規定する感染症に罹患

した場合（ 第２条第２項第３

号）  

医師が指定する治療期間 医師が発行する、病名及び

治療期間が記載された診

断書又は治癒証明書 

裁判員制度による裁判員、又 

は裁判の証人等で裁判に召喚 

された場合 

（ 第２条第２項第４号）  

当該裁判に出席しなければな

らない期間又は時間 

※移動時間を含む 

裁判員選任通知書等 

その他学長が必要と認めた 

場合（ 第２条第２項第５号）  

学長が認めた期間又は時間 事由を証明する書類等 

（ 第三者が発行したもの）

注） 公欠期間には、当該行為を行うために要する移動時間を加えることができる。  
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様式第1号（第3条関係）

年 月 日

欠 席 届

授業担当教員

様

学科名 学科学年 年

学籍番号

氏名 印

下記の理由により欠席届を提出いたします。

なお、欠席した授業については、自ら勉強します。

記

１． 欠席（公欠）理由

◇下記の場合（裏面の公欠理由一覧に掲げられているもの）は公欠扱いとなります。
①～⑨の公欠理由に〇を付け、裏面を参考に公欠理由を記入してください。

①教育実習のため ②親族（3親等以内、配偶者）が死亡したため

③感染症のため（学校保健法で規定する感染症）④裁判員招集等のため

⑤その他（学校長が認めた場合）

２． 欠席科目および欠席日

欠席科目名 開講日・ 時限 欠席する（した）日

曜日 時限目

月 日

月 日

月 日

３． 添付書類（添付書類名を記入してください。）

※記入にあたっては、裏面の説明をよくお読みください。

事務局確認印

欠席 公欠
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【欠席届記入上の注意】

◇欠席届は下記事項に留意し記入して下さい。
（１）公欠は、下表「公欠理由一覧」に該当する場合に適用されます。それ以外は欠席となります。

（２）欠席（公欠）する理由を「欠席（公欠）理由」に記入してください。

（３）欠席（公欠）する全ての理由において下表の活動日程（自宅出発から帰宅まで）を記入してください。

（４）添付書類は、下表「公欠理由一覧」を参照に「添付書類」の名称を記入し、併せて当該書類のコピーを欠

席届に添付してください。

（公欠以外の場合であっても、証明する書類のコピーを添付してください。）

【備考】

欠席した授業については、自ら勉強すること。

※欠席届はできるだけ事前に提出をしてください。

事前提出できない場合は出席可能となった日から1週間以内に提出してください。

公欠理由一覧

公欠理由 公欠期間 欠席（公欠）理由記載例添付書類（コピー可）

①教育実習のため 教育実習期間
〇〇高校での教育実習の

ため
不要

②親族（3親等以内、配偶者）が死

亡したため

・配偶者、1親等の親族

死亡日から7日間以内

・２、３親等の親族

死亡日から3日以内

〇月〇日父死亡のため
会葬広告、会葬礼状等

③感染症のため

（ｲﾝﾝﾌﾙｴﾝｻ゙、麻疹等、「学校保健

法施行規則」第19条に規定する感

染症）

医師が指定する治療期間（病名）に罹患したため

医師の発行する病名・治

療期間が記載された診

断書又は治癒証明書

④裁判員招集等のため
当該裁判に出席しなけれ

ばならない期間又は時間

・裁判員招集のため

・裁判への出席のため
裁判員専任通知等

⑤その他（学校長が認めた場合） 学長が認めた期間

・〇〇〇のため

・（公共交通機関）が運休

のため

・ 大会出場のため

事由を証明する書類等

（第三者が発行したも

の）

注）公欠期間には、当該行為を行うために要する移動時間を加えることができる。

活動日程（自宅出発から帰宅までの日程を詳細に記入すること）

日付 時間 行程 日付時間 行程
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青森公立大学転学科に関する規程

平成２１年４月１日

規程第１０５号

改正 平成２８年 ２月規程第 ３号

改正 令和 元年 ７月規程第２９号

（ 趣旨）

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第３２条の規定に

基づき、転学科について必要な事項を定めるものとする。

（ 転学科の時期）

第２条 転学科は、１年次から２年次への移行の際に許可する。

（ 転学科の願出）

第３条 転学科を希望する学生は、転学科許可願（ 別記様式） を１年次秋学期期末試

験終了日までに学部長に提出するものとする。

（ 転学科に係る面談）

第４条 前条の規定により転学科を願い出た者（ 次条において「 転学科志願者」 とい

う。）は、学生担当補佐及び転入を希望する学科の担当教員の面談を受けるものとす

る。

（ 転学科の許可）

第５条 転学科は、転学科志願者が次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、転入を希

望する学科において受入れが可能と判断された場合に許可する。

(1) 転学科の理由として自らのキャリア形成における明確な計画性を有すること。

(2) １年次に開講されたすべての必修科目を修得し、かつ、累積GPAが３．７０以

上であること。

（ 卒業要件）

第６条 転学科を許可された者は、転入先学科の卒業要件に係る所定の科目及び単位

を修得しなければならない。

２ 転学科前に修得した単位の科目が転入先学科で開設されている場合又は同学科に

おいて開設されていないが同学科の科目と同一若しくはこれに代わると認められる

場合は、当該修得した単位は、卒業要件単位数及びGPAに算入する。

３ 前項の規定に該当しない科目で既に修得した単位は、自己啓発科目として卒業要

件単位数及びGPAに算入する。

附 則

（ 施行期日）
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１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２ この規程の施行の日前において、学則第８条、第１３条及び別表改正に伴う経過

措置に関する規程等を廃止する規程（ 平成２１年青森公立大学規程第２号） による

廃止前の青森公立大学転学科に関する規程（ 平成２１年青森公立大学規程第１号）

の規定に基づきなされた転学科の許可その他の行為は、この規程の相当規定に基づ

きなされたものとみなす。

附 則（ 平成２８年規程第３号）

（ 施行期日）

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２ この規程は、平成２８年度以降に入学した者に適用する。

附 則（ 令和元年規程第２９号）

（ 施行期日）

１ この規程は、令和元年７月１２日から施行する。

（ 経過措置）

２ この規程の施行の際現に存するこの規程の改正前のそれぞれの規程に定める様式

による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
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別記様式（ 第３条関係）

転 学 科 許 可 願

年 月 日

青森公立大学

学部長 様

学籍番号

氏 名 印

保証人 印

このたび、下記の理由により転学科をしたいので、許可くださるようお願いします。

記

１．転学科の理由

現在籍学科 転入希望学科

※（ 大学記入欄）

出身校 選抜区分

成績 １年次春 １年次秋 累積

学長 学部長 事務局長 教務担当 学生担当 GL TL 担当
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青森公立大学経営経済学部学生の留学に関する規程 

平成２１年４月１日 

規程第１１６号 

改正 平成２３年 ３月規程第１９号 

改正 平成２７年 ３月規程第１５号 

（ 趣旨）  

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号。以下「 学則」 とい

う。） 第３０条の規定に基づき、留学について必要な事項を定めるものとする。  

 （ 留学を認める外国の大学）  

第２条 本学が留学を認める外国の大学又は短期大学（ 以下「 外国の大学等」という。）

は、当該国の学校制度により設置された大学で、次の各号のいずれかに該当するも

のとする。  

(1)  本学との間で、学生交流に関する協定が締結されているもの 

(2)  本学との間で、学生の相互交流に関し申合せ等の合意文書があるもの 

(3)  本学学生の受入れを了解する旨の文書による意思表示のあるもの 

（ 留学の種類）  

第３条 留学の種類は、レギュラー留学及び短期語学研修とする。  

 （ 留学を認める学生）  

第４条 留学を認める学生は、本学に在学する学業成績が良好な者とする。  

 （ 留学の願い出）  

第５条 留学を希望する学生は、留学申請書（ 様式第１号） に、次に掲げる書類を添

えて学長に願い出るものとする。  

(1)  語学能力を証明する書類 

(2)  健康診断書 

（ 審査及び許可）  

第６条 前条の規定により願出があったときは、その留学の可否について、国際交流

委員会で審査する。  

２  留学は、前項の審査の結果に基づき、学長が許可する。  

 （ 試験等）  

第７条 学長が必要と認めたときは、留学を願い出た学生について、面接及び学力試

験等を行う。  

 （ 留学の辞退）  

第８条 第６条第２項の規定により留学の許可を受けた学生（ 以下「 留学生」という。）

は、当該留学を辞退することができない。ただし、真にやむを得ない事情があると
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認められるときは、この限りでない。  

２  前項ただし書の規定による留学の辞退を希望する留学生は、その事情を明らかに

した書面により、学長に願い出なければならない。  

３  第６条の規定は、前項の規定による願出があったときについて準用する。この場

合において、同条中「 留学」 とあるのは、「 留学の辞退」 と読み替えるものとする。  

 （ 留学期間）  

第９条 留学を認める期間は１年以内とし、この期間を修業年限及び在学期間に算入

する。  

（ 留学に係る経費）  

第１０条 留学に係る経費の一部は、本学が負担する。  

２  前項の規定にかかわらず、留学生が次の各号のいずれかに該当する場合は、その

事実が生じた時までに要した留学に係る経費の全部を当該留学生が負担するもの

とする。  

(1)  第８条第３項において準用する第６条第２項の規定により留学の辞退が許可 

された場合 

(2)  所定の遵守事項に対する重大な違反その他の留学生としてふさわしく ない重 

大な非違行為を行った場合 

(3)  やむを得ない事由のため留学の実施が中止されたことにより、留学できなく な 

った場合（ 本学の責めに帰する理由による場合を除く 。）  

 （ 報告義務）  

第１１条 留学生は、留学中及び留学終了後、大学が指定した日に、留学報告書（ 様

式第２号） に必要な書類を添えて、国際交流委員会に提出しなければならない。  

 （ 単位互換の申請）  

第１２条 学則第２０条第２項の規定により、留学により修得した単位を本学で修得

したものとみなすことについての認定を受けようとする留学生は、留学期間終了後

１か月以内に、単位互換認定申請書（ 様式第３号） に、留学先の大学が発行した学

業成績証明書等の写しを添えて学部長に申請しなければならない。  

（ 認定基準）  

第１３条 申請された履修科目及び履修科目の単位数の認定は、次の基準により行う。 

(1)  認定する科目は、留学先の大学等において履修し、かつ、修得した授業科目を 

本学の授業科目編成の分類に基づいて決定する。  

(2)  留学先の履修科目に係る本学の修得単位数への変換については、別に定める基 

準により行う。ただし、変換単位数の合計は６０単位を超えることはできない。 

(3)  留学先の履修科目及び履修単位数については、本学のＧＰＡには算入しない。 

 （ 単位互換の認定）  

第１４条 第１２条に規定する申請があったときは、前条の認定基準により、学務運
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営会議において単位互換の可否を審議する。  

２  単位互換の認定は、前項の審議の結果に基づき、教授会の意見を徴した上で、学

部長が行う。  

 （ その他）  

第１５条 この規程に定めるもののほか、留学について必要な事項は、別に定める。  

   附 則 

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。  

   附 則（ 平成２３年規程第１９号）  

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。  

   附 則（ 平成２７年規程第１５号）  

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  
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様式第１号（ 第５条関係）

留学申請書
年 月 日

青森公立大学学長 様

年度 （留学先： ）について、下記のとおり申請いたします。

学籍番号

学 科

（ 英語表記）

申請者氏名

（ 漢字表記）

印

住 所
〒 －

E-mail ℡ － －

G-TELP最高スコア：
（ 受験日： 年 月）

参加回数（いずれかに○）

初回 ２回目以上

春学期

当期ＧＰＡ

累積ＧＰＡ

１ 留学の実現に向けて、これまで努力してきたこと

２ 留学を志望する動機
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３ 留学の目的（ 具体的に）

４ 留学後の期待（留学で学んだことをどのように活かしていくのか）

上記の者が、 （ 留学先： ） へ申請することに同意いたします。

保証人氏名 印

保証人住所
〒 －

℡ － －

※ 保証人氏名欄は、保証人本人が署名・ 押印すること。

※ 留学の許可を受けた場合は、原則辞退することができない。
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様式第２号（ 第１１条関係）

留学報告書

年 月 日

青森公立大学国際交流委員会

委員長 様

青森公立大学経営経済学部学生の留学に関する規程第１１条の規定に基づき、次のとおり

報告いたします。

１ 学籍番号 生年月日 年 月 日生

２ 氏 名 （ 英語表記）

３ 留学先大学（ 英語表記）

４ 留学期間 年 月 日 ～ 年 月 日

５ 滞在先

６ 留学の種類 □ レギュラー留学 □ 短期語学研修

７ □G-TEL P 留学前 点（ 年 月） 留学後 点（ 年 月）

□T O E I C 留学前 点（ 年 月） 留学後 点（ 年 月）

□TOEFL 留学前 点（ 年 月） 留学後 点（ 年 月）

８ 履修科目 単位互換認定申請書のとおり

９ 留学の概要 別紙のとおり

※報告書の提出にあたっては、必ずパスポート（ 出入国の記録のページ） のコピーを添付

すること。
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様式第３号（ 第１２条関係）

単位互換認定申請書

年 月 日

青森公立大学経営経済学部長 様

青森公立大学経営経済学部学生の留学に関する規程第１２条の規定に基づき、下記のとおり、単位互換の

認定を申請いたします。

記

氏 名

(英語表記) 
学籍番号

留学先大学 留学期間

年 月 日 ～ 年 月 日

修得科目一覧表

履修科目名（ 英語表記） 留学の種類
履修時間合計
(コマ数ではなく
hour で)

成績 単位数

１ . 時間

２ . 時間

３ . 時間

４ . 時間

５ . 時間

６ . 時間

７ . 時間

８ . 時間

９ . 時間

10. 時間
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青森公立大学成績優秀者表彰規程

平成２１年４月１日

規程第１１８号

改正 平成２２年 ３月規程第 １号

改正 平成２８年 ２月規程第 １号

（ 目的）

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号）第３５条に基づき、

学業成績が優秀な者を表彰することについて必要な事項を定めるものとする。

（ 表彰の種類及び要件）

第２条 表彰は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者についてこれを

行う。ただし、重複して受賞することはできない。

(1) 学長特別賞 １年次及び２年次において、４学期連続して次号又は第３号に掲

げる表彰を受賞した者

(2) 学長賞 １年次、２年次及び３年次のそれぞれの各学期において、標準単位数

以上を修得し、かつ、ＧＰＡが４．００の者又は卒業時に卒業要件を４年間にす

べて充足し、かつ累積ＧＰＡが３．７０以上の上位の者

(3) 成績優秀賞 １年次、２年次及び３年次のそれぞれの各学期において、標準単

位数以上を修得し、かつ、ＧＰＡが３．７０以上の者で各学年及び各学科の上位

の者又は卒業時に卒業要件を４年間にすべて充足し、かつ、累積ＧＰＡが３．７

０以上の者

２ 成績優秀者表彰（ 卒業時に係るものを除く 。）の対象となる人数は、各学年の各学

科において、その在籍者数の１０分の１程度を上限とするものとする。

３ 第１項第２号及び第３号に規定する標準単位数は、別表のとおりとする。

（ 表彰の方法）

第３条 前条第１項各号の表彰は、表彰状を授与して行う。

附 則

（ 施行期日）

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（ 平成２２年規程第１号）

（ 施行期日）

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（ 平成２８年規程第１号）

（ 施行期日）

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

（ 経過措置）

２ この規程は、平成２８年度以降に在学する全ての学生に適用する。
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別表（ 第２条関係）

区分 標準単位数

1年次
表彰対象学期に開講するすべての必修科目の単位数合計

（ 他大学等における単位互換科目の単位は含まない）

2、3年次
表彰対象学期に開講するすべての必修科目の単位数を含む20単位以上

（ 他大学等における単位互換科目の単位は含まない）
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青森公立大学学術文化・ スポーツ及び社会貢献に関する学生表彰規程 

平成２１年４月１日 

規程第１２０号 

改正 平成２７年 ３月規程第１５号 

（ 趣旨）  

第１条 この規程は、青森公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第３５条及び青森

公立大学大学院学則（ 平成２１年規程第３号）第３８条の規定に基づき、学術文化、

スポーツ等の各分野において優秀な成績を収めた者及び団体並びに社会貢献活動に

おいて顕著な功績を残し、社会的に高い評価を得た者及び団体を表彰することにつ

いて必要な事項を定めるものとする。  

（ 表彰の種類及び要件）  

第２条 表彰は、次に掲げる実績又は功績を収めた者及び団体について、これを行う。  

(1) 学長特別顕彰  

イ 学術文化、スポーツ等の各分野で世界規模大会に出場した者及び団体 

ロ 社会福祉、社会経済の振興等の社会貢献活動において優れて顕著な功績を残

し、世界的に高い評価を受けたと認められる者及び団体 

(2) 学長顕彰 

 イ 学術文化、スポーツ等の各分野で全国規模大会において３位以内に入賞した

個人及び団体 

ロ 社会福祉、社会経済の振興等の社会貢献活動において顕著な功績を残し、社

会的に高い評価を受けたと認められる者及び団体 

(3) 学術文化・ スポーツ優秀賞 

  イ 学術文化、スポーツ等の各分野で東北地区規模以上の大会において、３位以

内に入賞した個人及び団体 

ロ 社会福祉、社会経済の振興等の社会貢献活動において功績を残し、社会的に

評価を受けたと認められる者及び団体 

(4) 学術文化・ スポーツ功労賞 

当該年度において学部を卒業し、又は大学院を修了する者で、在学期間に前３

号に掲げる表彰を受賞した実績があり、かつ、本学の名声を広く社会に知らしめ

たと認められる者 

２  前項第１号から第３号までに掲げる表彰は、同一年度において重複して受賞する

ことができない。  

（ 表彰対象者及び団体の推薦）  
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第３条 教職員及び学生は、前条第１項各号のいずれかに該当すると認められる者及

び団体があるときは、青森公立大学学生表彰推薦書（ 別記様式） により、学長に推

薦するものとする。 

２  前項の規定による推薦は、自薦又は他薦の別を問わない。 

（ 表彰の審査及び決定）  

第４条 前条の規定による推薦があったときは、学部の学生にあっては学務運営会議

において、大学院の学生にあっては大学院運営会議において審査を行うものとする。 

２  表彰の決定は、学部の学生にあっては学部教授会の意見を徴し、大学院の学生に

あっては研究科教授会の意見を徴した上で、学長が行う。  

（ 表彰の方法）  

第５条 表彰は、学長が表彰状を授与することにより行う。  

２  学長は、表彰状の授与に併せて記念品を贈呈することができる。  

（ 表彰の時期）  

第６条 第２条第１項第１号から第３号までの規定に該当する者（ 次項において「 被

表彰者」 という。） への表彰は、毎年度１回、春学期のオリエンテーションにおいて

行う。  

２  前項の規定にかかわらず、被表彰者が、表彰の対象となった実績及び功績を収め

た年度において卒業する場合は、当該年度の学位授与式の前日までにその表彰を行

う。 

３  第２条第１項第４号の規定に該当する者への表彰は、当該者が卒業する年度の学

位授与式においてこれを行う。  

４  前３項の規定にかかわらず、表彰する事由があると認められるときは、必要に応

じて表彰を行うことができる。  

（ その他）  

第７条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、学部教授会又は研究科教授会の

意見を徴した上で学長が別に定める。  

附 則 

（ 施行期日）  

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則（ 平成２７年規程第１５号）  

（ 施行期日）  

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  
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別記様式（ 第３条関係）  

年  月  日

青森公立大学学生表彰推薦書

青森公立大学 学長     様 

（ 学籍番号        ）  

推薦人           印

     年度学術文化・ スポーツ及び社会貢献に関する学生表彰について、下記の者 

（ 団体） を          に推薦いたします。 

記 

１．被表彰者   学部・ 研究科                    

               （ 学籍番号              ）  

２．実  績 

３．推薦理由 

４．添付資料 

学長 局長 教務担当 学生担当 GL TL 担当 
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   青森公立大学学位規程 

平成２１年４月１日 

規程第１１７号 

改正 平成２３年 ３月規程第 ３号 

改正 平成２７年 ３月規程第１５号 

   改正 平成２８年 ３月規程第 ７号 

 （ 趣旨）   

第１条 この規程は、学位規則（ 昭和２８年文部省令第９号） 第１３条第１項、青森

公立大学学則（ 平成２１年規程第１号） 第１９条第４項及び青森公立大学大学院学

則（ 平成２１年規程第３号。以下「 大学院学則」 という。） 第２４条第３項の規定に

基づき、青森公立大学（ 以下「 本学」 という。） が授与する学位に関し必要な事項を

定めるものとする。   

 （ 学位の種類）   

第２条 本学において授与する学位は、学士、修士及び博士とする。   

２  学位に付記する専攻分野の名称は、経営経済学とする。 

 （ 学位授与の要件）   

第３条 学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。   

２  修士の学位は、本学大学院博士課程の前期２年の課程（ 以下「 博士前期課程」 と

いう。） を修了した者に授与する。   

３  博士の学位は、本学大学院博士課程の後期３年の課程（ 以下「 博士後期課程」 と

いう。） を修了した者に授与する。  

４  前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学に学位論文を提出して、その審査

及び試験に合格し、かつ、本学大学院の博士後期課程を修了した者と同等以上の学

力を有することが確認（ 以下「 学力の確認」 という。） された者にも授与する。 

 （ 研究科在学者の学位論文の提出）   

第４条 研究科に在学する者（ 以下「 在学者」 という。） が学位論文（ 大学院学則第２

１条及び第２２条に定める修士論文、研究調査及び博士論文をいう。以下同じ。）の

審査を受けようとするときは、別に定める学位論文審査願に学位論文を添え、指定

の期日までに研究科長を経て学長に提出しなければならない。   

２  学位論文は、博士前期課程にあっては１年以上（ 大学院学則第２１条第１項ただ

し書の規定の適用を受ける者については、所定の期間以上）、博士後期課程にあって

は２年以上（ 大学院学則第２２条第１項ただし書の規定の適用を受ける者について

は、所定の期間以上） 在学し、所定の単位を修得した者又は修得できる見込みであ

る者でなければ提出することができない。   

３  博士論文の審査を受けようとする者は、学位論文執筆認定審査及び予備審査に合
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格しなければならない。  

４  前項の学位論文執筆認定審査及び予備審査については、別に定める。 

 （ 学位論文）   

第５条 学位論文は、一編とする。ただし、参考として他の論文を添付することがで

きる。   

２  学位論文の審査のため必要があるときは、学位論文の副本若しくは訳文等を提出

させ、又は学位論文の内容について説明を求めることができる。  

３  受理した学位論文及び納入された学位論文審査手数料は、返還しない。   

 （ 審査委員会）   

第６条 学位論文の審査及び最終試験は、研究科教授会において審査委員会を設けて

行う。   

２  審査委員会は、研究指導を担当する教授のうちから研究科教授会が選出する主査

１名及び研究科の授業科目を担当する教員のうちから研究科教授会が選出する副査

２名の審査委員をもって組織する。  

３  研究科教授会は、学位論文の審査に当たり必要があると認める場合には、研究科

以外の本学教員又は他の大学、研究所等の教員等の協力を得ることができる。   

 （ 最終試験）   

第７条 博士前期課程における最終試験は、学位論文を中心としてこれに関連する科

目について、口述又は筆記により行うものとする。   

２  前項の規定にかかわらず、博士前期課程においては、研究科教授会は、修得した

単位の成績評価の審査をもって、最終試験に代えることができる。   

３  前項の成績評価の審査による合格者は、必修科目の単位をすべて修得し、かつ、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める要件を満たす者とする。   

 (1)  修士論文を選択した者 成績表示がＡ又はＢである単位数の合計が２６単位

以上（ うち必修科目及び選択必修科目は１２単位以上）   

 (2)  研究調査を選択した者 成績表示がＡ又はＢである単位数の合計が２８単位

以上（ うち必修科目及び選択必修科目は１２単位以上）   

４  博士後期課程における最終試験は、学位論文を中心としてこれに関連する事項に

ついて、口述により公開で行うものとする。 

 （ 博士後期課程を経ない者の学位論文の提出）  

第８条 第３条第４項の規定に基づき授与される博士の学位を申請しようとする者が、

学位論文の審査を受けようとするときは、別に定める学位論文審査願に学位論文、

論文要旨、履歴書、業績一覧リスト及び学位論文審査手数料を添え、研究科教授会

の承認を受けて、研究科長を経て学長に提出しなければならない。  

 （ 博士後期課程を経ない者の論文審査及び試験）  

第９条 学長は、前条の規定による学位論文の提出があったときは、研究科長にその
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審査を付託し、研究科長は、学位論文の審査及び最終試験を行わせるものとする。  

２  第６条及び第７条の規定は、前項の学位論文の審査及び最終試験に準用する。  

 （ 博士後期課程を経ない者の学力の確認）  

第１０条 第８条の規定による学位論文の提出があったときは、研究科教授会は、当

該学位論文を提出した者の学力の確認を行う。  

２  学力の確認は、口述又は筆記による試験の結果に基づいて行うものとする。ただ

し、研究科教授会は、学位論文提出者の学歴、業績等の審査により学力の確認を行

い得る場合は、試験を省略することができる。  

 （ 審査期間）   

第１１条 在学者の学位論文の審査及び最終試験は、在学期間中に終了するものとす

る。   

２  第３条第４項の規定により学位の授与を申請した者の学位論文の審査及び最終試

験並びに学力の確認は、第８条の規定により学位論文等が学長に提出された日から

１年以内に終了するものとする。ただし、研究科教授会において、特別の事由があ

ると認めたときは、この限りでない。 

 （ 審査委員会の報告）   

第１２条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験が終了したときは、その結果

を文書で研究科教授会に報告しなければならない。   

 （ 審査結果の認定）   

第１３条 研究科教授会は、前条の報告に基づき、学位論文の審査及び最終試験の合

否を認定する。   

２  前項の認定をするには、研究科教授会の構成員の３分の２以上の出席を必要とし、

かつ、出席者の３分の２以上の賛成がなければならない。   

 （ 研究科長の報告）   

第１４条 研究科教授会において前条の認定をしたときは、研究科長は、その結果を

文書で学長に報告しなければならない。   

 （ 学位の授与）   

第１５条 学長は、第３条第１項に規定する者には、別に定める学士の学位記を授与

する。   

２  学長は、前条の報告に基づいて、修士又は博士の学位を授与すべきものと決定し

た者には別に定める学位記を授与し、学位を授与できない者にはその旨を通知する

ものとする。  

３  前項の規定により博士の学位を授与したときは、学位簿に登録し、文部科学大臣

に報告する。  

 （ 審査要旨の公表）  

第１６条 本学は、博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日から１年以
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内に、当該学位に係る論文の内容の要旨及び論文審査結果の要旨を公表する。 

 （ 学位論文の公表）  

第１７条 博士の学位を授与された者は、当該学位を授与された日から１年以内にそ

の論文を印刷公表しなければならない。ただし、既に印刷公表しているときは、こ

の限りでない。  

２  前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、研究科教授会の承認を

得て、当該論文の全文に代えてその内容を要約したもの又はその一部を印刷公表す

ることができる。  

 （ 学位の名称使用）   

第１８条 学位を授与された者が学位の名称を用いるときは、青森公立大学の名称を

付記するものとする。   

 （ 学位授与の取消し）   

第１９条 学長は、修士及び博士の学位を授与された者が次の各号のいずれかに該当

する場合には、研究科教授会の意見を徴した上で、学位の授与を取り消し、学位記

を返還させ、かつ、その旨を公表するものとする。   

 (1)  不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明したとき。   

 (2)  名誉を汚す行為があったとき。  

２  第１３条第２項の規定は、前項の規定による議決について準用する。 

 （ その他）   

第２０条 この規程に定めるもののほか、学位の授与に関し必要な事項は、別に定め

る。   

   附 則 

 （ 施行期日）   

１  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。   

 （ 経過措置）  

２  この規程の施行の日前において、学則第８条、第１３条及び別表改正に伴う経過

措置に関する規程等を廃止する規程（ 平成２１年青森公立大学規程第２号）による

廃止前の青森公立大学学位規程（ 平成９年４月１日施行）の規定（ 次項の規定によ

りその例によることとされたものを含む。） に基づき授与された学位は、この規程

の規定に基づき授与されたものとみなす。  

３  この規程は、平成１９年度以後に入学した者について適用し、平成１８年度まで

に入学し、継続して在学する者及び同年度までに入学し、平成１９年度以後に再入

学した者に係る学位の授与については、青森公立大学学位規程及び青森公立大学大

学院履修規程の一部を改正する規程（ 平成１９年青森公立大学規程第５号）による

改正前の青森公立大学学位規程の規定の例による。  
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   附 則（ 平成２３年規程第３号）  

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。  

   附 則（ 平成２７年規程第１５号）  

 （ 施行期日）  

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則（ 平成２８年規程第７号）  

（ 施行期日）   

１  この規程は、平成２８年４月１日から施行する。   

 （ 経過措置）  

２  この規程は、平成２８年度以降に入学した者及び平成２７年度までに入学した者

に適用する。  
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青森公立大学学部学友会会則 

第１章 目的 

第１条 青森公立大学学友会（ 以下、学友会） は、学生の自由闊達な活動を支援し、

そのための協働を促進し、学生生活の向上に資することを目的とするものであり、

全学部学生によって構成される。   

２  学友会は、その活動に伴う経費として、補助金及び寄付金その他の収入を充てる。   

第２章 組織 

第２条 学友会は、前条の目的を果たすために次の組織を置く 。   

(1)  学部学友会本部会 

(2) サークル代表委員会 

(3) 各種実行委員会 

(4) その他学友会の目的達成のために必要な組織 

第３章 学部学友会本部会 

第３条 学部学友会本部会（ 以下、本部会） は学生の協働を通じた様々 な活動を調整

し、協働を促進するために生じる課題や問題を審議し、決定する。   

２  本部会は、会則の改正を審議し、決定する。ただし、学友会の基本的性格に関わ

る重要事項については会員に諮るものとする。   

３  本部会の構成員は、サークル代表委員会で互選するものとするが、必要に応じて

本学学生の若干名を本部会の審議により構成員とすることができる。   

４  本部会は次の役員によって構成される。  

(1) 会  長            １名 

(2)  副 会 長            ２名 

(3) 書  記            若干名 

(4) 会  計           若干名 

(5) 庶  務           若干名 

(6) サークル代表委員会委員長    １名 

(7)  サークル代表委員会副委員長   ２名 

(8)  各種実行委員会委員長     各１名 

５  本部会役員のうち会長、副会長、書記、会計、および庶務については、本部会の

構成員によって互選される。   

６  会長は、本部会を代表し、本部会の運営にあたっての責任を有する。    

７  副会長は、会長を補佐し必要に応じて会長の代行となる。  

８  書記は本部会の財政業務にあたり、第６条第２項により年度終了時に当該年度の

決算報告を行う。   

９  会計は本部会の財政業務にあたり、第６条第２項により年度終了時に当該年度の

決算報告を行う。   

１０  庶務は本部会の渉外業務および広報業務にあたる。   

１１  本部会の構成員の任期は９月１日から翌年８月３１日までの１年間とし、再任

を妨げない。ただし各種実行委員会委員長に関してはその限りではない。   
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１２ 青森公立大学全学協議会の役員２名は、本部会構成員から互選するものとする。  

１３  本部会は、本学の学生担当特別補佐を顧問として、顧問の助言や指導に基づい

て事業活動を行う。   

第４章 サークル代表委員会 

第４条 サークル代表委員会は、学友会サークルとして認められた団体の活動に伴う

問題を審議し、学生の課外活動を促進させるものとする。  

２  サークル代表委員会は、各サークルの代表者又は主務担当者（ マネージャー） １

名によって構成され、  互選によって委員長１名及び副委員長２名を選ぶ。   

３  委員長はサークル代表委員会を代表し、サークル代表委員会の運営に責任を有す

る。  

４  副委員長は委員長を補佐し、必要に応じて委員長の代行となる。   

５  委員長および副委員長の任期は、第３条第１１項に準ずるものとする。   

第５章 各種実行委員会 

第５条 各種実行委員会は、全学生の参加を前提とした目的を持ち、その目的実現の

ために形成し、目的達成後において解散する組織であるが、継続することを妨げな

い。  

２  本学学生が新たな目的を持ち、実行委員会を形成しようとする場合には、必要な

手続きに基づき、本部会の決定によって学友会実行委員会となる。   

３  各種実行委員会の運営等に関しては当該実行委員会に諮るものとするが、本部会

の承認を必要とする。   

第６章 会   計 

第６条 学友会の会計年度は、４月１日から翌年３月３１日までの１年間とする。   

２  本部会は、会計年度の終了時に、当該年度の会計報告を行うものとする。   

３  サークル代表委員会は、各サークルより提出された予算書および決算書 

を集計し、本部会に提出する。  

第７章 補   足 

第７条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

附 則 

（ 施行期日）   

この会則は、１９９４年９月２６日から施行する。   

附 則 

（ 施行期日）   

１  この会則は、一部を改正し１９９６年６月４日から施行する。  

（ 経過措置）   

２  １９９６年６月４日から８月３１日までの本部会運営については、 改正前の連絡

協議会の役員が行う。   
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青森公立大学学友会サークル代表委員会規程 

１  学友会サークルとは、本学の学生の自主的な課外活動を継続的に行うために形成

する団体であり愛好会Ａ、愛好会Ｂ、同好会、クラブの総称である。   

２  学友会サークルは、その活動の性質によって体育サークル又は文化サークルとし

て学友会に登録される。   

３  サークル代表委員会副委員長は、体育サークル、文化サークルから各１名互選さ

れるものとし、体育サークル幹事、文化サークル幹事を兼ねる。   

４  体育サークル幹事、文化サークル幹事は、必要に応じて体育サークル、文化サー

クルを別個に招集することができる。   

５  本学学生が新たなサークルを結成しようとする場合には、サークル代表委員会へ

愛好会結成承認申請書を提出し、サークル代表委員会の議を経て、本部会の承認に

よって愛好会Ａとなる。ただし、会員数は、５名以上を必要とする。   

６  愛好会Ｂに昇格を希望する場合は、愛好会Ａとして半年以上の活動実績があり、

サークル代表委員会へ昇格申請書を提出し、本部会において承認されなければなら

ない。  会員数は８名以上を必要とする。   

７  同好会に昇格を希望する場合は、愛好会Ｂとして半年以上の活動実績がありサー

クル代表委員会へ昇格申請書を提出し、本部会において承認されなければならない。

会員数は１０名若しくは公式戦可能人員、いずれか多い方以上を必要とする。   

８  クラブに昇格を希望する場合は、同好会として１年以上の活動実績がありサーク

ル代表委員会へ昇格申請書を提出し、本部会において承認されなければならない。

会員数は１５名若しくは公式戦可能人員の２倍、いずれか多い方以上を必要とする。  

９  サークルは年度の始めに次の書類をサークル代表委員会に提出しなければならな

い。  

  サークル新規（ 継続） 申請書は以下の書類からなる。   

(1)  学生団体結成（ 更新） 願（ サークルの活動目的等）  

(2) サークル規約 

(3) 会員名簿 

(4) 前年度の活動実績 

(5) 年間活動計画書 

(6) 当該年度の予算書 

(7) 昇格申請書（ 希望サークルのみ）   

(8) 部室及び体育館等の使用申請書（ 希望サークルのみ）   

１０  サークルは、学友会の会計年度終了時に当該年度の決算報告書をサークル代表

委員会に提出しなければならない。   

１１  学内施設の利用の調整は、サークル代表委員会で審議し、本部会で承認する。   

１２  この取り決め及び付随する青森公立大学学友会サークル活動実績評価に関する

取り決め、青森公立大学学友会関係補助費に関する取り決めの改正は、サークル代
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表委員会で審議し、本部会の承認のもとに行う。   

附 則 

（ 施行期日）  

この規程は、平成８年６月５日から施行する。  
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青森公立大学同窓会規約

（ 名称及び事務局）

第１条 本会は、青森公立大学同窓会と称し、事務局を青森公立大学後援会内に置く 。

（ 目的）

第２条 本会は、会員相互の親睦をはかるとともに、母校の発展に寄与することを目

的とする。

（ 事業）

第３条 本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

(1) 会員名簿の作成

(2) 親睦会の開催

(3) 会誌の発行その他本会の目的達成に必要な事業

（ 会員）

第４条 本会は、次の会員をもって組織する。

(1) 正会員 青森公立大学の卒業生

(2) 準会員 青森公立大学の在校生

(3) 名誉会員 青森公立大学の教員及び旧教員

（ 役員）

第５条 本会に次の役員を置く 。

(1) 会長 １名

副会長 ２名

理事 若干名

監事 若干名

総務会計 若干名

(2) 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。

第６条 役員は総会において正会員のなかから選出する。ただし、総務会計の１名は

会長が青森公立大学事務局職員から委嘱する。

（ 任務）

第７条 役員の任務は、次のとおりとする。

(1) 会長は、本会を代表し会務を統括する。

(2) 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、会長の職務を代理する。

(3) 理事は、会務を行う。

(4) 監事は、本会の会計を監査する。

(5) 総務会計は、本会の会計及び庶務を行う。

（ 会議）

第８条 会議は、総会及び理事会とし、会議の議事は出席者の過半数をもって決する。

２ 総会は、次の事項を審議する。

(1) 役員の選任
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(2) 予算及び決算

(3) その他の重要事項

３ 理事会は、会長が必要と認めるときに開催する。

（ 会計）

第９条 本会の経費は、入会金、寄付金、その他の収入をもって充てる。

２ 入会金は２，０００円とし、卒業時に後援会からの繰入金をもってこれに充てる。

第１０条 本会の会計年度は、１０月１日に始まり、翌年９月３０日に終わる。

（ 委任）

第１１条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する必要な事項は、会長が

別に定める。

附 則

（ 施行期日）

1 この規約は、平成９年２月１１日から施行する。

（ 経過措置等）

２ 第６条に定める役員の選出は、平成８年度に限り、卒業予定者を正会員とみなし、

信任投票により行う。

３ 第１０条に定める会計年度は、平成８年度に限り、本規約の施行日から始まる。

（ 施行期日）

１ この規約は、平成２５年１０月１２日から施行する。

（ 施行期日）

１ この規約は、平成２６年１０月１１日から施行する。
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青森公立大学全学協議会会則 

第１章 目的 

第１条 青森公立大学全学協議会（ 以下、全協会） は、学部・ 大学院における学生の

活動を支援し、そのための協働を促進し、青森公立大学及び大学院の学生生活の向

上に資することを目的とする。  

２  全協会は、学部学友会と大学院学友会と活動の内容を協議する。  

３  全協会は、協働をする上で生じる課題を審議・ 決定する。  

４  全協会の議事においては、役員全員一致で採択する。  

第２章 組織 

第２条 全協会は、学部学友会と大学院学友会の協働組織として構成され、前

条の目的を果たすために次の構成をとる。  

(1) 学部学友会本部構成員より２名 

(2) 大学院学友会本部構成員より２名 

ただし、２名の代表者は各学友会本部の話し合いにより決定される。  

第３章 会計 

第３条 全協会の会計年度は、４月１日から３月３１日までの１年間とする。  

２  全協会は、学部学友会・ 大学院学友会の当該年度における予算審議を行うものと

する。  

３  全協会は、各学友会より会計年度終了後に会計報告を受け、承諾するものとする。  

第４章 補足 

第４条 会則改定については、全協会役員の全員一致で採択する。 

２  この会則の定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

附 則 

（ 施行期日）  

この会則は、平成１１年２月１０日から施行する。  
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